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（１）　現況
　⑦教職員数

　①法人名 〇京都府立医科大学（令和元年5月1日現在）

　②設立年月日

　③所在地
〇京都府立大学（令和元年5月1日現在）

　④役員の状況

（２）　京都府公立大学法人の基本的な目標等
　⑤設置大学

　⑥学生数
〇京都府立医科大学（令和元年5月1日現在）

662人 344人
340人 25人

1,002人 369人

　 〇京都府立大学（令和元年5月1日現在）
518人 56人
454人 24人
903人 162人

1,875人 242人

京都府公立大学法人

平成20年4月1日

京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465

理事長        　金田　章裕
副理事長　　　　　　　２人
理事　　　　　　　　　　５人
監事               　　　  ２人

　文学部 　文学研究科

　　　学部合計 　　　大学院合計

　公共政策学部 　公共政策学研究科

　　　大学院合計

　生命環境学部   生命環境科学研究科

　教員
　職員
　合計

　　　学部合計

　医学研究科
  保健看護学研究科

〇京都府立医科大学
       医学部医学科、医学部看護学科、
　　　医学研究科、保健看護学研究科
〇京都府立大学
       文学部、公共政策学部、生命環境学部、
　　　文学研究科、公共政策学研究科、生命環境科学研究科

　医学部医学科
　医学部看護学科

458 人
1,425 人
1,883 人

京都府公立大学法人は、京都府立医科大学及び京都府立大学
の設置及び管理を通して、京都府民に開かれた大学として透明
性の高い運営を行うとともに、両大学の教育研究の特性への配
慮の下で、百年を超える伝統及び実績の継承や両大学相互の連
携を図りながら、京都府における知の拠点として、質の高い教育
研究を実施することにより幅広い教養、高度の専門的な知識及
び高い倫理観を備えた人材を育成するとともに、大学や地域の
多様な主体と協力・連携した 研究成果等の活用、附属病院にお
ける全人医療の提供等を通じて、京都府民の健康増進及び福祉
の向上、京都文化の発信並びに科学・産業の振興に貢献し、もっ
て地域社会はもとより、国内外の発展に寄与することを目的とし
ている。

　教員 154人
　職員 60人
　合計 214人

Ⅰ 法人の概要
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　○平成30年度計画の達成状況

総数 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅳ、Ⅲの割合

86 3 82 1 0

8 0 8 0 0

4 0 4 0 0

2 0 2 0 0

16 0 16 0 0

116 3 112 1 0

2.6% 96.6% 0.9% 0.0%

第６　その他運営 100.0%

　　平成30年度においては、年度計画で設定された116項目のうち、計画を達成
できた項目（Ⅳ評価及びⅢ評価）は112項目と全体の約96％を超える達成状況
となっている。
  また、大項目ごとの達成状況についても、教育研究等の質の向上に関する事
項では9割を超え、それ以外の事項では100パーセントの達成状況となってい
る。

 ▼ 評価基準
    年度計画の達成状況を４段階で評価

Ⅳ　年度計画を上回って実施している
Ⅲ  年度計画を十分に実施している
Ⅱ  年度計画を十分には実施していない
Ⅰ  年度計画を実施していない

事　　　　　　　　　　項

第２　教育研究等の質の向上 98.8%

合　　　　　　　計 99.1%

全体に占める割合

第５　教育研究及び組織運営
      の状況の自己点検等

第３　業務運営の改善 100.0%

第４　財務内容の改善 100.0%

100.0%

Ⅱ 全体的な状況
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１　教育等に関する目標を達成するための措置
　(1) 人材育成方針を達成するための措置

 ・医科大学では、「国際化推進プラン2018」に4つの実行管理WGを設置し、
プラン内容の推進を行った。

 (4)教育の国際化に関する目標を達成するための措置

・医科大学では、附属図書館閲覧室の日曜開室を実施した。
・府立大学では、ファイルサーバの更新を行った。

・医科大学では、臨床研究中核病院の承認取得を目指し、臨床研究中核
病院申請準備ワーキンググループを設置して組織整備を進めた。
・府立大学では、京都学・歴彩館と連携し、共同研究員（海外若手研究者）
４名を受け入れるとともに、同館「京都を学ぶセミナー」「洛西の文化資源
共同研究会」など事業への教員の参加や国際京都学シンポジウム、国際
京都学セミナーの開催をした。
'・京都地域未来創造センターにおいてドゥタンクとして地域と連携した調査
研究活動や地域公共人材育成のためのセミナーの開催、市町村職員の
研修生としての受入（２名）等を行った。また、人材育成等の相互協力を行
うことを目的に、本学初となるセンター間での国際交流協定をポートランド
州立大学公共サービス研究・実践センターと締結し、教職員２名が「まちづ
くり人材育成プログラム」に参加した
・医科大学では、陽子線治療装置について、厚生労働大臣承認、医療法
施設使用許可を取得し、保険診療及び先進医療の届出に必要な先行治
療事例10人に対し陽子線治療を開始した。

 (3)教育環境の充実・向上に関する目標を達成するための措置

・医科大学では、新たにエジンバラ大学と交流協定を締結し、学生４名を派
遣した。
・府立大学では、新たにカナダのラヴァル大学との交換留学プログラムを
実施し、学生２名の派遣を行った。

 (5)学生への支援に関する目標を達成するための措置
・医科大学では、ハラスメントガイドラインを作成し、学生に周知するととも
にホームページに掲載した。
・府立大学では、新入生ガイダンスにおいて、ハラスメント等に関する注意
事項や相談窓口を周知した。

２　研究に関する目標を達成するための措置
 (1)研究の内容に関する目標を達成するための措置

・医科大学では、府北部・中部地域の医療の拠点となる教育指定病院等に
おいて、医学科・看護学科の合同実習を実施（平成30年9月2日～7日・北
中部7病院、計134名）するとともに、医学科１～４年生希望者対象の早期
体験実習を実施した（平成30年８月29日・30日、５名）。
・府立大学では、ＣＯＣ＋（地（知）の拠点大学による地方創生推進事業）の
地域創生人材育成プログラムにおいて、北部地域PBLを新たに実施した。

 (2)教育の内容に関する目標を達成するための措置
・両大学では、文科省の通知に沿って､入学者の選抜方法の見直しを行い
公表した。
・教養教育共同化機構においては、リベラルアーツゼミナールの拡充や「防
災」に関する科目の新設等により、教養教育共同化の科目数を増加（㉙80
科目→㉚82科目）した。
・医科大学では、保健看護学研究科博士後期課程を開設した。
・府立大学では、平成31年4月の和食文化学科開設に伴う学則変更を文部
科学省へ届出、学生募集を行った。
・医科大学では、クリニカル・クラークシップ（CC)Ⅱ11月開始に伴い、新評
価基準による評価を実施し、対象学年全学生に北部地域実習を義務付け
た。
・府立大学では、「地域創生人材育成プログラム」で新たに地域創生イン
ターンシップ（３回生対象）を実施した。
・府立大学では、平成30年度入学生からGPAとCAP制を導入した。

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

Ⅲ 特記事項
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・医科大学では、行政従事医師として、府本庁、府保健所等の行政機関へ
20名の医師（京都府社会福祉事業団へは15名）を派遣した。
・医科大学では、医師不足が特に深刻な府北部地域の人材確保のため、
府内医療機関に対し、350名の医師を派遣した。
・医科大学では、メディカルスタッフについて､18施設から10職種132名の実
習生を受け入れた。

 (1)府民・地域社会との連携に関する目標を達成するための措置
３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

・府立大学では、演習林において高校生を対象に演習林野外セミナーを実
施したほか、精華農場において、府民を対象とした体験型学習会「ユーカ
ルチャー事業」及び施設公開を実施した。
・府立大学では、桜楓講座において、青少年層にも身近で分かりやすい
テーマとして、早生樹の研究などに関する講座を４回開講した。
・医科大学では、医学科、看護学科において、府民向け公開講座を開催し
た（「心臓－腎臓の最新治療」及び「がんサバイバーシップと暮らしのサ
ポート」）ほか、府内市町村と共催して健康セミナーを開催した。（6市町7講
座）

 (2)研究環境の充実・向上に関する目標を達成するための措置
２　研究に関する目標を達成するための措置

・地域課題の解決に向けた研究や若手研究者の研究を支援するため、両
大学で公募し、選考の結果、優れた研究に対して研究費を配分した。
若手研究者・地域未来づくり支援事業　12件　8,500千円
（医大：8件6,500千円、府大：4件2,000千円）
また、研究費支援内容の見直しを行い、理事長・学長が協議の上で決定し
た両大学連携・共同研究に研究費を重点配分した。（１件7,000千円）
・医科大学では、創薬センター準備委員会を設置し、稼働に向けた準備を
行った。
・医科大学では、研究機器（高圧蒸気滅菌装置・２台、生物発光共鳴エネ
ルギー転移対応プレートリーダー、ナノ粒子計測機器）を整備した。
・府立大学では、研究科備品整備計画に基づき、ＮＭＲ（核磁気共鳴装置）
を設置した。
・医科大学では、再生医療等に係る省令改正に対応するため、学内規程
の改正を行うとともに、学内説明会を実施した。

 (2)行政等との連携に関する目標を達成するための措置
・府立大学では、和食文化学会第１回研究大会を開催した。
・府立大学では、包括協定先市町を訪問するとともに、包括協定市町等と
の懇談会を実施し、地域ニーズ等の把握や、今後の連携に向けた意見交
換などを行った。

 (3)産学公連携の推進に関する目標を達成するための措置
・両大学ともに、産業界等との連携を深め、共同研究・受託研究等を数多く
実施した。
医大30年度実績　161件（25年度129件比較：24.6％増）
府大30年度実績  108件（25年度　50件比較：116％増）

 (4)医療を通じた地域貢献に関する目標を達成するための措置

 (3)研究の国際化に関する目標を達成するための措置
・医科大学では、眼科学、放射線医学など14の教室で海外からの教員受
入等を行った。

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項
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・医科大学附属病院では、「京都府立医科大学附属病院地域医療ネット
ワーク」登録医療機関(1,166機関) へのメールマガジンの配信等連携強化
に務め、紹介患者数増加に努めた。
患者紹介率　  88.8％
患者逆紹介率　75.6％
・医科大学北部医療センターでは、紹介状持参の入院患者に係るかかりつ
け医への入院連絡票の送付や退院時の情報提供の徹底やかかりつけ医
との連携会議の開催、在宅サービス担当者との連携会議の開催等に取り
組み、患者紹介率や逆紹介率を向上に努めた。
患者紹介率　 　 56.3％
患者逆紹介率   126.0％
・医科大学北部医療センターでは、北部公的病院に積極的に医師派遣を
行った。（3, 731回）
・医科大学附属病院では、災害時食糧備蓄については、今年度備蓄分を
整備した。
・新たに医師１名、看護師１名及び業務調整員２名のＤＭＡＴ隊員を養成し
た。
・医科大学北部医療センターでは、DMATについて、２班体制を維持した。

（５）運営体制の評価と健全な経営の推進に関する目標を達成するための
措置
・医科大学附属病院では、救急の金曜日夜間のオープンを実施し、地域医
療との連携を推進するなど、医科大学北部医療センターでは、かかりつけ
医との連携会議や在宅サービス関係者との連携会議等を開催するなどに
より、それぞれ新規入院患者数は増加したが、病床利用率については、本
年度数値目標に達しなかった。
【病床利用率】
＜附属病院＞　　　　　84.9％
＜北部医療センター＞　77.4％

（２）地域医療への貢献に関する目標を達成するための措置

４　医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標を達成す
るための措置

 (3)政策医療の実施に関する目標を達成するための措置
・医科大学附属病院では、都道府県がん診療拠点病院及び小児がん拠点
病院の指定を受けた。（指定期間：平成31年4月～）
・医科大学附属北部医療センターでは、がん診療棟工事に着工した。

（４）診療の充実・医療サービスの向上に関する目標を達成するための措
置

・医科大学附属病院及び北部医療センターでは、患者満足度において、本
年度数値目標に達しなかった。
【患者満足度】
＜附属病院＞　　　　入院 85.1%、 外来76.7%
＜北部医療センター＞入院 86.2%、外来80.8%
・医科大学附属病院及び北部医療センターでは、次期電子カルテシステム
の開発契約を締結し、導入に着手した。

 (1)臨床教育・研究の推進に関する目標を達成するための措置
・医科大学附属病院では、手術待ち解消のため、手術室２室の増室工事を
実施した。
・医科大学では、先進医療の推進について、新規承認１件の申請を行っ
た。（マルチプレックス遺伝子パネル検査）
・医科大学では、看護学科学生及び初期臨床研修後医師の府内就職率
は、数値目標を達成したが、医学科学生の府内就職率は数値目標の達成
に至らなかった。
学生の府内就職率　医学科　　　 56.7％（97名中55名）
看護学科　　 75.3％（77名中58名）
初期臨床研修後の医師の府内就職89.8％（59名中53名）

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項
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１　業務運営に関する目標を達成するための措置
・大学法人では、理事長と両学長、事務総長による法人経営戦略会議を定
期的に開催し、今後の課題と取組みについて協議、情報共有を図った。（8
回）
・府立大学では、将来構想の検討チームにより基礎データの収集・分析を
行い、基本構想委員会を２回開催し、将来構想の基本案を取りまとめた。
・医科大学では、適切な病院運営を行うため、学長権限の一部を病院長権
限として明確にした。

・大学法人では、各所属の業務補助員や大学部門の清掃要員など、障害
者の雇用を推進し、法定雇用率を達成した。
【障害者雇用率】2.68%(法定雇用率2.5%)
　　雇用者数：2,142人、障害者数:57.5人（いずれも換算後）
　　 （平成31年1月1日時点）
・医科大学では、附属病院・北部医療センター相互間の配置換えにより人
事交流を進めた。（薬剤師2名、看護師2名）
・医科大学では、「みんなで取り組む働き方改革」と題し、講演会・パネル
ディスカッションを実施した。
・医科大学学内保育所は、火・金曜日の延長保育時間の拡大を行った。ま
た、病児保育では、地域（市民）開放を実施した。
・府立大学では、研究支援員制度によるライフイベント中の研究者への支
援や男女ともに参加できる子育て交流会、子育て制度説明会の開催、ハラ
スメント研修の実施等により、働きやすい職場環境づくりを推進するととも
に、教員の公募要件に男女共同参画の取組推進について記載するなど、
女性の採用・登用促進の取組を実施した。

２　人事管理に関する目標を達成するための措置

３　事務等の効率化に関する目標を達成するための措置
・医科大学では、適切な病院運営を行うため、学長権限の一部を病院長権
限として明確にした。
・医科大学では、ウィルス対策、情報漏洩防止等のため、ファイアーウォー
ル機器を更新した。

第３ 業務運営の改善等に関する事項
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・医科大学では、科学技術振興機構（JST）の知財活用支援事業を活用し、
特許の権利化に取り組んだ。
（４件申請、２件採択）
・両大学の全教員が、科学研究費を含む外部資金申請を行った。
【医科大学】378人中378人申請　　【府立大学】146人中146人申請

１　収入に関する目標を達成するための措置

２　経費に関する目標を達成するための措置
・両大学ともに、学内の新規配属職員研修において、財務等に関する講義
を実施した。医科大学においては、新年度予算の執行管理に係る留意点
について関係課に対する説明会を実施した。

３　資産運用に関する目標を達成するための措置
・大学法人では、民間事業者による自動販売機設置の使用許可に当たり、
随意契約から入札へ移行を進めることで賃料収入の向上を図った。

第４ 財務内容の改善に関する事項

－7－



・大学法人では、医師国家試験合格率や医学科学生の府内就職率、医科
大学附属病院の病床利用率、法人の障害者雇用など、評価委員会から29
年度評価において「課題」とされた項目の平成30年度末の改善状況につい
て、ホームページで公表した。

１　自己点検・評価に関する目標を達成するための措置
・医科大学では、平成29年度に実施・受審した病院機能評価に係る業務の
改善（投薬・注射の確実・安全な実施のための見直しや災害時の飲料水の
備蓄）、医学教育分野別評価に基づく改善（教養教育と専門基礎科目の垂
直統合化検討､早期臨床体験実習の充実､学生ポートフォリオの導入に向
けた検討など）、大学認証評価指摘事項等に係る改善（不服申し立て制度
の制定）をそれぞれ行った。
・府立大学では、平成28年度に受審した大学認証評価結果における指摘
事項等を踏まえた改善を行った。（大学会館への無線ＬＡＮアクセスポイン
トの設置）

２　評価結果の業務運営への反映及び公表に関する目標を達成するため
の措置

第５ 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項
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１　施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 ３　環境への配慮に関する目標を達成するための措置
・医科大学及び附属病院における施設設備の整備状況
○附属病院手術室２室の増室工事実施
○附属病院北病棟（精神病棟）の解体
○北部医療センターがん診療棟工事の着工
○附属病院および北部医療センターの次期電子カルテシステム導入の着
手
○基礎医学学舎直流電源装置及び非常用発電機用蓄電池更新工事、基
礎医学学舎パッケージエアコン更新工事（以上、大学）、冷温水発生機更
新工事、昇降機設備耐震改修工事、ボイラー給水ポンプ更新工事（以上、
附属病院）等の修繕工事等実施
・府立大学における施設設備の整備状況
○和食文化学科の開設に向けた旧附属図書館棟の改修、７号館としての
整備
○３号館等の排水設備や本館の空調設備などの修繕

２　安全管理・危機管理に関する目標を達成するための措置

・各大学教職員に対し夏季（5月～10月）及び（冬季（12月～3月）における
省エネ・節電対策の取組みについて周知・意識啓発を行い、エネルギー消
費量の抑制と温室効果ガス排出量の低減に努めた。

４　人権に関する目標を達成するための措置
・医科大学では、全教職員を対象とした人権啓発研修（医大8回、北部医
療センター3回）及び新規看護職員及び新規研修医対象の採用後人権研
修の実施、学生への人権教育の必修化（第1学年・医学科8コマ、看護学
科14コマ）等により、人権意識の向上を行った。
・府立大学では、全教職員を対象とした人権研修を2回開催（参加者148
名）や、学生への人権教育の実施（「人権論Ⅰ､Ⅱ」及び三大学共同化科
目「現代社会とジェンター」）により、人権意識の向上を行った。

・医科大学では、消防避難訓練、医大災害対策本部訓練、防火・防災講習
会等を実施した。また、京都府立医科大学防災計画（BCP）を３月に策定
し、学内一時避難場所の指定を行った。
・医科大学北部医療センターにおいては、丹後医療圏関係機関と連携し
て、新型インフルエンザ広域訓練、災害時の初動体制確保のための院内
災害対応訓練等を実施した。
・府立大学下鴨キャンパスでは、地元消防署と連携し、教職員や学生参加
による実践的な防災（消防・避難）訓練を実施したほか、文学部では、京都
学・歴彩館と連携した防災（消防・避難）訓練を実施した。また、精華キャン
パスでは、精華町消防本部と連携し、隣接する生物資源研究センターと合
同で、教職員や学生参加による消防・避難訓練及びＡＥＤ操作訓練を実施
した。
・両大学それぞれに安全衛生委員会職場巡視を実施するとともに、その結
果についてホームページに掲載した。
・府立大学では、飲料水確保等の協定に加え､災害時には大学生協店舗
で保有する物資を優先的に本学へ供給する変更協定を締結した。

第６ その他運営に関する重要事項
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５　情報発信・情報管理に関する目標を達成するための措置 ６　法人倫理に関する目標を達成するための措置
 ・医科大学では、機関リポジトリ橘井に平成29年度分の医学研究科博士
論文要旨、同審査要旨、教養教育紀要、看護学科紀要及び看護研究論文
を公開した。
・府立大学では、学術機関リポジトリにより、学内紀要、学位論文を公開
し、特に、学内紀要が過去最高の掲載数となるなど、内容を充実させた。
・医科大学では、研究活動の成果について、記者発表、ホームページ掲載
などにより幅広く情報発信した。また、ＦＭ京都『Kyoto medical talk』（毎週
火曜日）において、教員自らが府立医大の取組や、季節の健康関連、最先
端の医学研究などの情報の発信を行った。（52回実施）
・府立大学では、ホームページに行事の報告等ニュース関連の記事108件
掲載、大学記者クラブ等への情報提供36件と取組を実施した。また、戦略
的な広報活動の実施のため、広報誌等の対象者及び内容、媒体毎の発信
時期などを精査し、戦略的広報計画を策定した。
・府立大学では、京都学・歴彩館と連携し、10月開催の「地域貢献型特別
研究（ＡＣＴＲ）パネル展示」において、７つの研究テーマに関連した図書等
の展示及び冊子配布等を行った。
・医科大学附属病院では、電子カルテシステムの利用者に対して、セキュリ
ティ対策を含むシステム操作研修を実施した（8回）。また、情報漏洩防止
に関して、必要に応じて、具体的な事例等を示し、臨床部長会や診療科長
会議を通じて注意喚起を行った。
・府立大学では、教職員等を対象にした情報システム講習会を開催し、情
報セキュリティについて意識啓発を行うとともに、学生には、新入生ガイダ
ンスや外部講師を招聘した新入生ゼミナール導入セミナーで情報リテラシ-
教育を行った。

７　大学支援者等との連携強化に関する目標を達成するための措置
・大学法人では、京都府の協力を得てふるさと納税制度を活用した大学へ
の寄附金募集を開始し、両大学では卒業式や入学式における保護者に対
するふるさと納税に係るパンフレット等配付や寄附金の募集案内を行っ
た。
・医科大学では、創立150周年記念事業準備・実行委員会において、記念
事業の具体的検討を進めるとともに、卒業生、保護者及び企業・個人等に
広く寄附金を募集した。150周年記念事業専用ホームページ立ち上げに向
け、内容の協議を行った。

・大学法人では、平成30年度の内部監査の実施結果を公立大学法人ホー
ムページに公表した。
・両大学では、平成29年度に策定したコンプライアンス指針について、新規
採用教職員全員への配付、学内ホームページへの掲載、教授会等必要な
都度の意識付けおよび学生便覧への掲載等により周知を図った。
・両大学では、科研費等を対象とした内部監査を実施するとともに、研究費
の不正使用防止のための講習会、ｅラーニング等、教職員に対する研究
倫理教育をそれぞれ実施した。

第６ その他運営に関する重要事項
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Ⅳ

中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 既成の概念にとらわれず、幅広い
視野や柔軟な発想を持つとともに、
社会性と豊かな人間性を備える高
い教養を身につけ、自らの専門知
識、技術、経験を生かし、高い倫理
観のもと、誠実に判断し行動できる
人材を育成する。【1】

1

・リベラルアーツ･ゼミナールの拡充や時代環境
に応じた科目を新設するとともに､29年度から取り
組んでいる月曜午前の共同化授業を定着させる｡
【共通】

・新教養教育カリキュラムの充実に向けて授業評
価の分析などの検証を行う｡【府大】

・リベラルアーツゼミナールの拡充や「防災」に関する科目の新設等に
より、教養教育共同化の科目数を増加（㉙80科目→㉚82科目）。月曜
日午前・午後に授業を開講した。
【共通】
・新教養教育カリキュラムの充実に向けた授業評価の分析を行い、情
報教育の内容の見直しについて検討を開始した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

ア　世界に通用する高い専門能力・技術力や豊かな人間性を身につけ、高い使命感や幅広い教養に裏づけられた総合的な判断力を持ち、文化の創造と社会の形成を担い、
  様々な分野において指導的役割を果たせる有為な人材を育成する。
イ　大学における社会人の学びなおし機能を強化し、キャリア転換や職業上必要な専門知識・技術を習得するための環境を整備する。
ウ　学生が徹底して学ぶことができる環境を整備し、能力を最大限に伸ばし、鍛えた上で社会人・職業人として送り出す教育機能を強化する。
エ　医科大学
  (ア)　生命及び人間の尊厳を基盤に、医学知識はもとより心技体に優れた医学研究者、臨床医及び看護師等を育成するとともに、幅広い視野で物事を捉え、府民の健康を
    守り、地域医療・保健に貢献する医療人を育成する。
  (イ)　大学院においては、先端医学の研究者や高度先進医療を推進する医療従事者など、世界トップレベルの医療人材を育成するとともに、ヘルスサイエンスにおける多様
    な学際的研究活動を推進し、次代を担う指導的人材を育成する。
オ　府立大学
  (ア)　豊かな知性と教養、論理的思考力と高度な専門能力を備え、社会への責任感を持ち、府民の生活の向上と産業の発展に寄与し、地域社会と国際社会の発展に貢献
    することができる人材を育成する。
  (イ)　大学院においては、人文・社会・自然の諸学術分野における理論と応用を習得させ、世界水準の優れた研究者を育成するとともに、国際化する社会の中で地域におい
　　て指導的役割を果たし得る高度な専門性を有する人材を育成する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育に関する目標
（１）人材育成方針

中期計画

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項
１ 教育等に関する目標を達成するための措置

（１）人材育成方針を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

イ 企業の社員や自治体職員、学校教
員、医療従事者などに対する再教
育・訓練や研修機会の充実を図る
とともに、長期履修制度をはじめ、
学修しやすい環境をつくる。【2】

2

・北部医療センター(与謝キャンパス)において､大
学院医学研究科博士課程共通領域の一部授業
を実施し､北部地域の社会人の大学院入学環境
を整備する｡
【医大】

・テレビ会議システムにより河原町キャンパス開催の共通領域授業を
北部センター勤務の大学院生が受講できる環境整備を行った。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

ウ 教育機器の充実や自学自習ス
ペース（図書館、ラーニングコモン
ズ等）の整備、参加型学習の充実
などを行い、能力を最大限に伸ば
し、鍛えた上で社会人・職業人とし
て送り出す教育機能を強化する。
【3】

3

・ＣＯＣ＋(地(知)の拠点大学による地方創生推進
事業)の地域創生人材育成プログラムにおいて､
北部地域PBLを新たに実施する｡【府大】

・ＣＯＣ＋（地（知）の拠点大学による地方創生推進事業）の地域創生
人材育成プログラムにおいて、北部地域PBLを新たに実施した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

エ 医科大学
(ｱ) 学部学生に対する研究マインドの

涵養教育を充実するとともに、地域
医療への理解と関心、使命感を
持った医学研究者や医療人を育成
する。【4】 4

・従来から実施している５年生での地域実習に加
え､早期体験実習の一環として､低学年の希望者
を対象に府北部･中部地域の病院での見学実習
を実施し､地域医療への理解と関心を深める｡
【医大】

・医学科・看護学科の合同実習を実施した。
  平成30年９月２日～７日、報告会11月10日
  医学科第５学年107名、看護学科第３学年27名、計134名
　府北部・中部拠点７病院
・医学科１～４年生希望者対象の早期体験実習を実施した。
　平成30年８月29日・30日、５名
　綾部市立病院、福知山市民病院、北部医療センター
【医大】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 大学院の研究環境を整備し、多様
な学際的研究活動を推進すること
により、世界トップレベルの医療人
材や次代を担う指導的人材を育成
する。【5】

5

・大学院医学研究科中央研究室において､必要な
研究機器等の整備を行う｡
【医大】

・研究機器（高圧蒸気滅菌装置・２台、生物発光共鳴エネルギー転移
対応プレートリーダー、ナノ粒子計測機器）を整備した。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

オ 府立大学
(ｱ) 幅広い教養を備えるとともに、国際

的な視野から地域の歴史・文化に
対する正しい知識と深い視野を持
ち、現代に生起する諸問題に対処
できる人材を育成する。【6】

6

・｢国際京都学プログラム｣の３年次カリキュラムを
実施する｡【府大】

・国際京都学プログラムの３年次カリキュラムとして「国際京都学文献
演習（日中）Ⅲ」「国際京都学文献演習（欧米）Ⅱ」を開講した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 優れた社会認識と深い人間理解を
基礎に、地域や社会における政策
的課題及び福祉や人間形成の課
題を実践的に担いうる人材を育成
する。【7】

第２期中期計画
【中期計画番号】
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(ｳ) 「生命」と「環境」を共通のテーマと
して、広範な視野と論理的判断力
を養うカリキュラムを整備するとと
もに、各学科の専門領域の体系的
な教育を実施することにより、京都
府域をはじめとする国内産業や住
民生活への貢献と国際的に活躍で
きる人材を育成する。　【8】

(ｴ) 国際化に対応できる豊かな教養と
深い学識を身につけ、専門分野で
活躍できる高度な専門的職業人や
研究者を育成する。　【9】

(ｵ) 福祉社会の創造をめざして、高度
な専門的力量を持って地域・自治
体の政策立案及び管理運営に寄
与しうる、あるいは住民の多様な福
祉ニーズや生涯発達の要求に応
えうる高度な専門的職業人や研究
者を育成する。【10】

(ｶ) 農学、生命科学、食保健学、物質
科学及び生活環境から自然生態
系に至る環境科学を対象とした学
際的かつ専門的な教育研究を通じ
て、高度な専門的能力を有する研
究者及び社会における実践能力や
指導力を有する高度な専門的職業
人や研究者を育成する。　【11】

第２期中期計画
【中期計画番号】
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中
期
目
標

ア　入学者の受入れ
　(ア)  大学の基本理念・教育方針に基づいた入学者受入れ方針（アドミッションポリシー）を基に、目的意識や学習意欲の高い優れた資質を有する人材を幅広く受け入れると
　　　ともに、入学者選抜制度の改善に取り組む。
　(イ)　社会人や留学生の受入れ体制や教育環境を整備し、積極的な受入れを行う。
イ　教育の内容・課程
　(ア)教養教育の充実
　　a　 教養教育共同化施設(仮称)を拠点とした医科大学・府立大学・京都工芸繊維大学の３大学の特色ある教育・研究の活用と相互の連携により、教養教育の共同化を推進
         し、少人数教育の良さを生かしながら共同化による総合大学と同様のメリットを生み出し、レベルの高い教養教育の実施や３大学の学生・教職員の交流を促す。
　　b　 幅広い視野と高い教養を涵養することができるよう、共同化カリキュラムの充実など、教養教育の内容を一層充実する。
　(イ)　医科大学
　　a　 地域医療・チーム医療等への理解を深めるため、基礎医学、社会医学、臨床医学、看護学等の連携を重視した幅広い教育を推進する。
　　b　 大学院においては、大学院重点化大学として、次代のヘルスサイエンス分野の教育・研究・医療を担う人材育成のため、各専門分野の深化を図るとともに、横断的・学
         際的な教育研究指導を行う。
　(ウ)　府立大学
　　a　 創造的精神と豊かな人間性を育て、高度かつ体系的な専門知識や技術に係る教育を行うとともに、府立大学の強みを活かして、文理融合、文化と食と農の融合等によ
　　　　る学際的な教育を推進する。
　　b　 大学院においては、優れた研究者や高度専門職業人の育成のため、各専門分野の内容の深化、高度化、先端化、学際化及び国際化等に対応できる教育を充実させ、
　　　　きめ細やかな教育研究指導を行う。
ウ　教育の方法
　(ア)　少人数や双方向の授業の展開、インターンシップなどの体験学習、 臨床教育、府内外でのフィールドワークを推進する。
　(イ)　様々な教育的課題に対応した総合的な教育の推進、社会経済環境、ニーズの変化に対応したカリキュラムや教育体制の改善を行うとともに、免許・資格等の取得をは
          じめ専門的能力の向上を図る。
　(ウ)　授業の到達目標及び成績評価基準を明示し、学生の学習意欲を高めるとともに、学習成果について、厳正で適正な単位認定及び進級・卒業判定を行う。また、大学院
          においては、研究活動・専門能力の評価体制を整備し、厳正かつ適正な成績評価と学位論文審査を行う。

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育に関する目標
（２）教育の内容

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育に関する目標を達成するための措置
（２）教育の内容の目標を達成するための措置

項目別の状況

－14－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 入学者の受入れに関する目標を達成するための措置
(ｱ) 入学者受入方針（アドミッションポリ

シ－）に基づく選抜方法の点検と有
効な改善を図る。【12】

7

・文科省の通知に沿って､入学者の選抜方法の見
直しを行い公表する｡【共通】

・文科省大学入学者選抜実施要綱に基づき、令和３年度入試における
選抜方法の変更について公表した。【医大】

・調査書や英語の民間試験の活用など入学者選抜方法の概要につい
て、令和３年度大学入学者選抜（予告）として本学ホームページにより
公表した。【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 府内から多くの志願者を確保し、北
部医療の充実に資するため、府教
育委員会等と連携した高大連携の
取組を充実する。【医大】　【13】

8

・府教委と連携し､高校生向けの入試説明会や医
学･看護学体験講座､大学説明会や出張授業等
を実施する｡【医大】

・府教委と連携した入学志願者確保対策として、学内における高校生
向けの入試説明会や医学・看護学体験講座等を実施するとともに、出
張説明会を開催した。【医大】 Ⅲ Ⅲ

(ｳ) 社会人入学について、大学院での
社会人長期履修制度の構築など
アドミッションポリシーを明確にした
受入を進める。【府大】　【14】

・留学生受入マニュアルに基づき､円滑に留学生
を受け入れる｡
・新たにエジンバラ大学との協定締結･留学生受
入を進める｡【医大】

・国際学術交流協定締結校からの留学生を、４大学８名受入れた。
・新たにエジンバラ大学と6月26日に協定締結し、11月に本学学生４名
を派遣、エジンバラ大学学生１名の次年度受入を決定した。
【医大】

・国際センターを中心に留学生の生活･就職相談
や日本人学生の海外留学相談等の支援を充実
し､国際交流協定校との交換留学などの教育･研
究交流活動を推進する｡【府大】

・外国人留学生を対象とした生活情報や手続等に関する説明会の実
施や、外国語科目「日本語」の31年度開講の準備を進めた。
・トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラムの説明会を初めて実施す
るなど、留学支援を充実した。
・新たにカナダのラヴァル大学との交換留学プログラムを実施し、学生
２名の派遣を行った。【府大】

ⅢⅢ

第２期中期計画
【中期計画番号】

9

(ｴ) 留学生の受入体制の充実を進め
る。【15】

－15－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

イ 教育の内容・課程に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 教養教育の充実
a 公立大学2大学と国立大学の京都

工芸繊維大学という設置形態・学
部構成等性格の異なる3大学が、
平成26年度新設予定の教養教育
共同化施設（仮称）を拠点に、リベ
ラルアーツ系科目の共同開講、京
都学や人間学など学際的科目を開
講する。さらに、三大学教養教育研
究・推進機構を中心に学修状況、
授業の成果や学生のニーズ等を
検証し、科目や授業の拡充を図る
とともに、新たな教養教育カリキュ
ラム（「京都モデル」）を構築するな
ど、教養教育の充実・強化を図りな
がら段階的に共同化を推進する。
【16】

10

・リベラルアーツ･ゼミナールの拡充や時代環境
に応じた科目を新設するとともに､29年度から取り
組んでいる月曜午前の共同化授業を定着させる｡
(No.1一部再掲)【共通】

・リベラルアーツゼミナールの拡充や「防災」に関する科目の新設等に
より、教養教育共同化の科目数を増加（㉙80科目→㉚82科目）。月曜
日午前・午後に授業を開講した。
（No.1一部再掲）
【共通】

Ⅲ Ⅲ

b クラブ活動の連携や体育施設の共
同利用等を通して、学生相互の交
流・新たなライフスタイルの創造を
促進する。　【17】 11

・三大学の学生が､授業以外の探究活動や地域
活動､スポーツ･文化活動等､様々な分野での活
動を展開し､充実した学生生活や研究に資すると
ともに学生間交流が一層進むよう支援する｡
【共通】

・三大学の学生を対象に、地域課題を体感することで今後の学生生活
や研究課題に役立てるとともに、学生間の交流を促進するため、合同
宿泊研修を9月に京丹後市で実施した。
・三大学の学生が主体となって企画・運営した山田洋次監督特別講義
を開催（6月）し、学生間交流が一層進んだ。
【共通】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 医科大学
a 地域医療への理解と関心、使命感

を持った医療人を育成するための
実習を推進する。　【18】

12

・従来から実施している５年生での地域実習に加
え､早期体験実習の一環として､低学年の希望者
を対象に府北部･中部地域の病院での見学実習
を実施し､地域医療への理解と関心を深める｡
(No.4一部再掲)【医大】

・医学科・看護学科の合同実習を実施した。
  平成30年９月２日～７日、報告会11月10日
  医学科第５学年107名、看護学科第３学年27名、計134名
　府北部・中部拠点７病院
・医学科１～４年生希望者対象の早期体験実習を実施した。
　平成30年8月29日・30日、５名
　綾部市立病院、福知山市民病院、北部医療センター
(No.4再掲)【医大】

Ⅲ Ⅲ

b 医学研究科においては、京都府立
医科大学・京都府立大学・京都工
芸繊維大学・京都薬科大学の4大
学連携で取り組んでいる京都ヘル
スサイエンス総合研究センターの
取組を推進し、ヘルスサイエンス分
野の教育・研究・医療を担う人材育
成のための教育・研究指導を行う。
【19】

13

・４大学連携研究フォーラムにおける共同研究成
果発表等が定着したことから､次代のヘルスサイ
エンスを担う人材の育成に向けた各共同研究を
発展させ､併せてこれらから外部資金の獲得を図
る｡【医大】

・29年度4大学連携研究（公募型）で支援した研究の発展により30年度
科研費・基盤（B）を獲得した。（㉚～㉜、17,420千円）
【医大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

c 保健看護学研究科においては、よ
り高度な専門性を持った看護師を
育成するための教育指導者の養
成と学術的研究環境の充実を図る
ため、博士(後期)課程の設置など、
前期・後期課程に再編することで
一貫した人材育成ができる体制を
整備する。　【20】

14

・保健看護学研究科博士後期課程を設置し､前
期･後期一貫した人材の育成を行う｡【医大】

・平成30年4月に保健看護学研究科博士後期課程を開設した。（入学
生数：平成30年度４名、平成31年度４名）
【医大】

Ⅲ Ⅲ

(ｳ) 府立大学
a 創造的精神と豊かな人間性を育て

るため、多彩な科目とアクティブな
学習機会により、充実した教養教
育を実施する。　【21】

15

・新教養教育カリキュラムの充実に向けて授業評
価の分析などの検証を行う｡
(No.1一部再掲)【府大】

・新教養教育カリキュラムの充実に向けた授業評価の分析を行い、情
報教育の内容の見直しについて検討を開始した。
（№１一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

b 人文・社会・自然科学にわたる教
育研究と、少人数教育のメリットを
活かし、和食の教育・研究等文化
と食と農の融合した教育・研究を実
施する。　【22】

16

・和食文化学科の開設に向けて､文部科学省へ
の届出や学生募集などを行う｡
・旧付属図書館棟を和食文化学科棟として活用
するために､必要な整備を行う｡
・｢和食文化学会｣の会員拡大や研究推進など活
動を充実させる｡
【府大】

・平成31年4月の和食文化学科開設に伴う学則変更について、平成30
年4月に文部科学省へ届出。学生募集を行い、36名が入学。
・旧附属図書館棟を改修し、和食文化学科が中心となって利用する７
号館として整備した。
・和食文化学会第１回研究大会を、平成31年2月23～24日に開催し、
会員数が約150名に増加した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

c 多様な資料・文献の読解・分析と
種々のメディアによる発信を組み
合わせた課程教育を行う。国際京
都学センター（仮称）とも協働しな
がら、地域の歴史・文化を国際的
な視点から分析する能力を涵養す
る。　【23】

17

・｢国際京都学プログラム｣の３年次カリキュラムを
実施する｡(No.6再掲)
【府大】

・国際京都学プログラムの３年次カリキュラムとして「国際京都学文献
演習（日中）Ⅲ」「国際京都学文献演習（欧米）Ⅱ」を開講した。
（No.6再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

d 府内の市町村、経済団体、福祉施
設、社会教育施設などの社会組織
と連携し、地域から学ぶ教育を推
進する。　【24】

e 各研究分野の分担と連携のもと、
講義・実験・実習を体系的に編成
し、最先端の研究に触れさせるな
どして、高度かつ専門的知識・技術
の習得に至る教育を行う。　【25】

f 学士課程を基礎として、より広い知
見に基づいた資料・文献の緻密な
読解・分析能力、各専攻分野に関
する研究能力を涵養するため、き
め細やかな指導を行う。　【26】

g 高度専門職にふさわしい研究的力
量を形成するとともに、総合的な課
題解決能力及び学際的な協力共
同を行える力量の形成を行う。
【27】

h 専門に関連する幅広い知識、創造
力、問題解決能力等を培えるよう
に教育を行う。　【28】

第２期中期計画
【中期計画番号】
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ウ 教育の方法に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 少人数や双方向の授業を充実す

るとともに、府内自治体や企業等
でのインターンシップなどの体験学
習、 臨床教育や府内各地をフィー
ルドとした授業等を実施する。
【29】

・従来から実施している５年生での地域実習に加
え､早期体験実習の一環として､低学年の希望者
を対象に府北部･中部地域の病院での見学実習
を実施し､地域医療への理解と関心を深める｡
(No.4再掲)【医大】

・医学科・看護学科の合同実習を実施した。
  平成30年9月2日～7日、報告会11月10日
  医学科第５学年107名、看護学科第３学年27名、計134名
　府北部・中部拠点7病院
・医学科１～４年生希望者対象の早期体験実習を実施した。
　平成30年8月29日・30日、５名
　綾部市立病院、福知山市民病院、北部医療センター
(No.4再掲)【医大】

(ｲ) ＰＢＬ（プロジェクト・ベイスト・ラーニ
ング）を充実させ、学生が自ら活動
しながら学ぶ機会を拡大する。【府
大】
※PBL （ Project-Based Learning ）
「課題解決型学習」【30】

・ＣＯＣ＋(地(知)の拠点大学による地方創生推進
事業)の｢地域創生人材育成プログラム｣で新たに
地域創生インターンシップを実施する｡
・企業や行政機関と連携して､多様な学生の主体
的な学びとキャリアへの意識を促すようケースメ
ソッドキャリア演習(インターンシップ型ＰＢＬ)を充
実して実施する｡【府大】

・「地域創生人材育成プログラム」で新たに地域創生インターンシップ
（３回生対象）を実施した。
・多様な企業におけるインターンシップ経験の共有を図るため、ケース
メソッドキャリア演習（インターンシップ型ＰＢＬ）の事後指導の回数を増
やし、学生からも高い満足度を得た。
【府大】

(ｳ) 医学科カリキュラムにおける臨床
実習（72週化）に基づき、知識や技
能の向上を図るとともに、看護教育
における実習施設の拡充と教育指
導体制の整備を行う。【医大】
【31】

19

・新カリキュラムによる臨床実習72週化･クリニカ
ル･クラークシップⅡ開始に伴い､評価基準の標
準化を行う｡また北部医療センターの実習の充実
を図る｡
【医大】

・クリニカル・クラークシップ（CC)Ⅱの11月開始に伴い、新評価基準に
よる評価を実施し、対象学年全学生に北部地域実習を義務付けた。
（８割は北部医療センター、２割は福知山市民病院・綾部市立病院で実
施）
【医大】

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

18 Ⅲ

－19－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(ｴ) 臨床実習の充実や質保証を図るこ
とにより、医師、看護師等国家試験
においての新卒受験者全員の合
格を目指す。【医大】　【32】

20

・医師国家試験及び看護師国家試験等の新卒受
験者全員の合格を目指し､医学科では説明会の
開催や大学としての模擬試験の実施や成績下位
者への個別面談の実施､看護学科では､説明会
の開催や担当教員等による個別相談･指導の実
施などきめ細かい支援を行う｡【医大】

（医学科）
・民間業者の模擬試験を大学主催で実施し、成績不良者に教育担当
副学長・学生部長等が面談、指導、また、自習スペースについて、附属
図書館の時間延長、生協食堂の営業時間外開放を行うなど、学生の
自主努力を支援した。
【国家試験結果】
新卒受験者104名中98名が合格（合格率94.2%＞全国合格率92.4%）

（看護学科）
・模試受験回数を増加（2回→3回）し、成績不良者に担任及び国試担
当教員が個別学習指導を実施した。
【国家試験結果】
看護師、保健師、助産師の３国家試験受験者全員合格

※全国合格率についてはいずれも新卒受験者分
【医大】

Ⅲ Ⅲ

医科大学における医師
国家試験の合格率につ
いて、模擬試験の実施
や個別面談・指導など、
既卒者も含め受験者全
員の合格に向けた学生
に対する支援により、昨
年度実績を大きく上回
るとともに、全国平均を
上回っている。

(ｵ) ・医学科では､平成28年度改訂コア･カリキュラム
に対応した内容であることをシラバスに明記する｡
・医学研究科では､シラバスの授業科目毎に平成
29年度導入の成績評価基準を明記する｡
【医大】

・医学科では、平成28年度改訂コア･カリキュラムに対応した内容であ
ることをシラバスに明記した。
・医学研究科では､授業科目毎に成績評価基準をシラバスに明記し
た。
【医大】

・客観的な成績評価と単位の実質化のため､
GPA(履修科目の成績評点の平均値)とCAP制(履
修登録単位の制限)を､平成30年度入学生から実
施する｡【府大】

・平成30年度入学生からGPAとCAP制を導入した。
【府大】

Ⅲ

学生の日常の学習ガイドとしても
活用できるようシラバスを充実さ
せ、学習意欲を喚起するともに、学
習成果の評価・判定全般の厳正
化・適正化に引き続き努め、適切
な単位認定、進級・卒業判定を行
う。
大学院における研究活動や専門
能力の評価体制をＦＤのテーマと
するなど、成績評価と学位論文審
査を適正に行う。
※FD：大学教員の教育能力、資質の向上

のための組織的な取組のこと　　【33】

21 Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

看護師、保健師及び助産師国家試験結果（平成３０年度）

受験者数 合格者数

看護師 ８１ ８１

保健師 １８ １８
助産師 １０ １０

100%（94.7%）

合格率（全国合格率）

100%（88.1%）

100%（99.9%）
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中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 教育の実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
教員体制・職員体制の充実を進め
るとともに、教員の多様性を確保す
るために、客員教授や特任教授な
どの制度を活用して、優れた人材
を幅広く確保する。　　【34】

イ 教育環境・支援体制の整備に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 狭隘化の解消や耐用年数を経過し

た施設・設備・機器の更新等により
教育環境の整備・改善を進めると
ともに、高度情報化教育や情報通
信技術、学生ポータルサイトの活
用等により、教育の情報化を推進
する。　　【35】

22

・医大附属図書館閲覧室の日曜開館を行うことで
教育環境を充実する｡
・大学院医学研究科中央研究室において､必要な
研究機器等の整備を行う｡(No.5再掲)【医大】

・耐用年数を経過した情報機器の更新等により教
育環境の整備･改善を進める｡【府大】

・医大附属図書館閲覧室の日曜開室を実施した。（10月）

・研究機器（高圧蒸気滅菌装置・２台、生物発光共鳴エネルギー転移
対応プレートリーダー、ナノ粒子計測機器）を整備した。（№5再掲）
【医大】
・耐用年数を経過したファイルサーバの更新を行った。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 大学の教育・研究・診療に資する
蔵書の維持・充実と一層の電子化
を実施するとともに、新総合資料館
（仮称）と連携して情報収集力・情
報発信力の充実・強化を行う。
【36】

23

・大学の教育･研究等を支える情報を提供するた
めに必要な電子ジャーナル･データベースの維持
や電子ブックの購入等を行う｡【共通】

・京都の地域創生に関連する図書等について企
画展示を行うなど､府民向けの情報発信を強化す
る｡【府大】

・約１万タイトルを超える電子ジャーナルの契約について維持・継続し
た。【医大】
・「Nature」等の有力な電子ジャーナルを継続して購読するとともに、
「人工知能」などの電子ブックを新たに購入した。【府大】
・京都学・歴彩館と連携し、10月開催の「地域貢献型特別研究（ＡＣＴ
Ｒ）パネル展示」において、７つの研究テーマに関連した図書等の展示
及び冊子配布等を行った。【府大】

Ⅲ Ⅲ

ア　教育の実施体制等の整備
　教育・研究・運営能力に優れた人間性豊かな教職員を幅広く確保するとともに、柔軟かつ多彩な人員配置を行い組織の活性化を図る。
イ  教育環境・支援体制の整備
　　(ア)　既存施設の有効活用、老朽施設・設備の整備・改修など、必要な教育環境を整備するとともに、高度情報化教育や情報通信技術の活用など、教育の情報化を推進
　　　　　する。
　　(イ)　新総合資料館（仮称）との連携により、学術情報収集や発信機能を充実・強化する。
ウ　教育活動の評価
　教員の自己評価、学生による授業評価や第三者による評価等により、教育の質保証に取り組む。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育に関する目標
（3）教育環境の充実・向上

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育等に関する目標を達成するための措置
（3）教育環境の充実・向上に関する目標を達成するための措置

－21－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(ｳ) 学術情報メディアセンター（仮称）
設置の検討を進める中で、新総合
資料館（仮称）に移転する附属図
書館の機能と全学情報システム機
能を高め、高度情報化と情報教育
の充実を図る。【府大】　　【37】

24

・耐用年数を経過した情報機器の更新等により教
育環境の整備･改善を進める｡
(No.22一部再掲)【府大】

・耐用年数を経過したファイルサーバの更新を行った。
（No.22一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

ウ
・臨床実習72週化の実施･学外病院での実習増
加に伴い､評価の標準化などの課題でFDを開催
し､教職員共通の課題として認識を深める｡
・平成29年度に認定を受けた医学教育分野別評
価に基づき､試験時期等の適正化などカリキュラ
ムの改善､早期臨床体験実習の充実､学生ポート
フォリオの導入に向けた検討など更なる改善を進
める｡　　　　　　　　　　　　　　【医大】

・CCⅡ開始に係わり、学内教員を対象に医学教育FDを開催した。
・CCⅡの第3クール終了後、関係病院の指導医を交えたFDを開催し
た。
・医学教育分野別評価に基づき、医学科カリキュラムの適正化に向け
て、教養教育と専門基礎科目の垂直統合化検討、早期体験実習の新
規実施、学生ポートフォリオの導入に向けた検討など改善を進めた。
【医大】

・第三者による評価制度を導入し､カリキュラムや
教育体制の改善に向けた検証を行う｡【府大】

・教育の成果等に係る第三者評価実施大綱を策定し、30年度評価テー
マ「CAP制、GPAに伴う単位の実質化」に基づき、２名の外部委員から
意見聴取を行うとともに、ＦＤ集会において、総合的な評価を受けた。
【府大】

(ｲ) 医学教育ワークショップ及び看護
学教育ワークショップを開催し、教
育の活性化と質の向上を図る。【医
大】　【39】 26

・臨床実習72週化の実施･学外病院での実習増
加に伴い､評価の標準化などの課題でFDを開催
し､教職員共通の課題として認識を深める｡(No.25
一部再掲)
【医大】

・CCⅡ開始に係わり、学内教員を対象に医学教育FDを開催した。
・CCⅡの第3クール終了後、関係病院の指導医を交えたFDを開催し
た。
(No.25一部再掲)
【医大】

Ⅲ Ⅲ

(ｳ) 自己点検・評価活動やＦＤ活動を
強化するなど、大学独自の視点で
内部質保証に取り組む。【府大】
【40】

27

・第三者による評価制度を導入し､カリキュラムや
教育体制の改善に向けた検証を行う｡(No.25一部
再掲)【府大】

・教育の成果等に係る第三者評価実施大綱を策定し、30年度評価テー
マ「CAP制、GPAに伴う単位の実質化」に基づき、２名の外部委員から
意見聴取を行うとともに、ＦＤ集会において、総合的な評価を受けた。
（No.25一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

(ｱ)

第２期中期計画
【中期計画番号】

教育活動の評価に関する目標を達成するための措置

25 Ⅲ

自己点検・評価活動と連携したＦＤ
活動を強化するとともに、学生によ
る授業評価や第三者による評価制
度を導入し、カリキュラムや教育体
制の改善に取り組む。　【38】

－22－



中
期
計
画

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア グローバル化戦略アクションプラン
を策定し、教育研究における人材
育成、留学生の受入・派遣支援の
強化、国際共同研究の推進、国際
学術交流センターの体制の強化、
海外の研究者の招へいなど、国際
化を推進する。【医大】　【41】

28

・29年度に策定の新国際化推進プランに沿って
国際化を推進する｡

・海外からの医療従事者の研修受け入れなど､国
際的な医療人材の育成に取り組む｡
・新たにエジンバラ大学との協定締結･留学生受
入を進める｡(No.9一部再掲)
【医大】

・「国際化推進プラン2018」に基づき、4つの実行管理WGを設置し、プラ
ン内容の推進を行った。（国際学術交流協定締結校からの留学生４大
学８名受入）
・眼科学、放射線医学など14の教室で海外からの教員受入等を行っ
た。
・新たにエジンバラ大学と6月26日に協定を締結し、11月に本学学生４
名を派遣・エジンバラ大学学生１名の次年度受入を決定した。（No.9一
部再掲）【医大】

Ⅲ Ⅲ

イ 留学生の受入や日本人学生の海
外留学、国際交流協定校等との交
流促進、関連情報の収集と発信を
強化するため、国際センター（仮
称）を設置する。【府大】
＜数値目標＞留学生の全学生に
対する割合　２％以上　　【42】

29

・国際センターを中心に留学生の生活･就職相談
や日本学生の海外留学相談等の支援を充実し､
国際交流協定校との交換留学などの教育･研究
交流活動を推進する｡(No.9一部再掲)
【府大】

・外国人留学生を対象とした生活情報や手続等に関する説明会の実
施や、外国語科目「日本語」の31年度開講の準備を進めた。
・トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラムの説明会を初めて実施す
るなど、留学支援を充実した。
・新たにカナダのラヴァル大学との交換留学プログラムを実施し、学生
２名の派遣を行った。
（No.9一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

ウ 教養教育共同化の中で、新たに国
際的な視野を修得させる異文化理
解教育を実施する。　　【43】

エ 英語等による授業の拡充や英語
力を重視したカリキュラム編成を実
施し、国際社会で活躍することがで
きる人材を育成する。【医大】
【44】 30

・医学科においては､引き続き､第１学年から第４
学年まで英語教育を継続して実施し､英語力の向
上を図る｡
・看護学科では､第4学年時に｢国際看護英語｣を
開講し､国際社会で活躍することができる人材を
育成する｡
・海外の研究者を講師として招聘し､英語等によ
る大学院特別講義を開催する｡【医大】

・医学科では、第１学年から第４学年までの英語教育を継続実施した。

・看護学科では､第4学年時に｢国際看護英語｣を開講した。

・海外からの研究者を講師として招聘し、英語による大学院特別講義
を実施した。（８回）
【医大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

ア　国際交流協定締結校や国内外の大学等との連携による学生の交流や研究者の受入れなど、国際的な教育研究交流を推進する。
イ　国際社会で活躍することができる人材を育成するため、国際的な視野の習得、異文化理解教育や語学教育を推進する。

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育に関する目標
（4）教育の国際化

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育等に関する目標を達成するための措置
（4）教育の国際化に関する目標を達成するための措置

－23－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 学生ポータルサイトの構築など学
生 の 学習 環 境 の 情報 化 と 学 生
サービスの充実を促進するととも
に、学生の自主学習が十分に行え
る 施 設 の 整 備 を 行 う 。 【 医 大 】
【45】

31

・医学科においても､授業に係る休講や日程等の
変更､大学からの重要なお知らせなど､学務シス
テムWebポータルサイトに掲示し､学生に周知でき
るよう整備を進める｡【医大】

・学務システムのWebポータルサイトについて、必要な情報入力など平
成31年度本格稼働に向けた準備を行った。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

イ キャンパス整備の進行と並行して、
自学自習スペース（図書館、ラーニ
ングコモンズ等）の整備を進めると
ともに、参加型学習の充実など、学
修の質を高める取組を充実する。
【府大】　【46】

32

・ＣＯＣ＋(地(知)の拠点大学による地方創生推進
事業)の教育プロフラムで実施する地域創生
フィールド演習で府内地域での参加型学習や学
生参加型のワークショップを充実する｡【府大】

・「地域創生フィールド演習」を府内北中部28箇所で実施するとともに、
学生ワークショップを開催（３回）するなど、参加型学習を充実させた。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

ア　学生の学習意欲を高めるとともに、学生の自主学習を促進する教育環境を整備する。
イ　学生のニーズに応じた学習支援やメンタルヘルス・ハラスメント等の相談・助言等の体制を充実・強化する。
ウ　就学困難な学生に対する個別指導や授業料の減免・奨学制度の充実などの経済的な支援に取り組む。
エ　社会や学生のニーズに対応したキャリア教育や卒後教育の推進、きめ細かな就職・進学など、進路の指導を行うとともに、卒業生の府内での就職を促進する。

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育に関する目標
（5）学生への支援

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

１ 教育等に関する目標を達成するための措置

（５）学生への支援に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

・飲酒や薬物などの危険性について､学生が安心
して学生生活をおくることができるよう安全教育
(研修)等を実施する｡【共通】

・新入生オリエンテーションにおいて飲酒に関する教育を実施。体育会
系・文化系のクラブ代表者会議で、飲酒等に関する注意喚起を行っ
た。【医大】
・アルコール、大麻など、若者を取り巻く社会情勢を踏まえ、飲酒や薬
物などの危険性の啓発や安全教育を実施した。
○学生生活ガイドブックの作成・配布
○新入生ガイダンス、学科別履修ガイダンスでの啓発・教育
○飲酒事故防止セミナーの開催
○クラブサークルリーダー研修会におけるコンプライアンス研修の実施
【府大】

・相談窓口を開設し､学生の相談受付や臨床心理
士によるカウンセリング等を行う｡

・学生部長や各学年担任を中心に相談受付を行い、メンタル系の疾患
が疑われる学生については、保健管理センターを紹介した。
【医大】
・学生相談室を通年開設するとともに　臨床心理士によるカウンセリン
グを実施した。
・精神科医による心の健康相談を毎月実施するとともに、教職員や保
護者への相談に対して、臨床心理士、相談員が連携して面談を随時
実施した。【府大】

・ハラスメント等に関する注意事項や相談窓口を
新入生オリエンテーション等を通じて周知する｡
【共通】

・ハラスメント等に係る相談窓口を開設し、学生便覧への掲載やオリエ
ンテーション等を通じ学生に周知した。
・ハラスメントガイドラインを作成し、学生に周知するとともにホーム
ページに掲載した。【医大】
・新入生ガイダンスにおいて、ハラスメント等に関する注意事項や相談
窓口を周知した。【府大】

・新たに設置した障がい学生支援委員会･学習支
援室の調整の下､障がいのある学生の学習支援
等を行う取組を定着･充実させる｡【府大】

・学生の特性に応じ、授業担当教員への配慮事項の相談・伝達、就職
活動に向けた希望職種の選び方など、学習支援室において障がいの
ある学生への支援を行った。【府大】

エ 経済的に修学が困難な学生に対
し、授業料等の減免措置を講じると
ともに、各種団体の奨学金制度を
積極的に情報提供するなど、幅広
い支援を行う。　【48】

オ 卒業生のワークライフバランスへ
の支援として、再就職、キャリア開
発のための支援を行う。【医大】
【49】

34

・看護実践キャリア開発センターでは､看護部と協
働し､卒後3年間の看護師等を対象としたキャリア
教育や､出産後に職場復帰を目指す看護師の支
援を行う｡【医大】

・看護学科４年生から入職後３年間の看護師を対象とした「一人前看
護師育成プログラム」において、キャリア教育を実施した。（延べ274名
受講）
・妊娠者や産休・育休の看護師対象に復帰支援プログラムを実施し
た。（６名受講）【医大】

Ⅲ Ⅲ

カ 地域社会に貢献しうる人材の育成
をめざし、キャリア教育の充実を図
るとともに、経済界と連携した就
職・進路指導を行う。【府大】　【50】

35

・｢キャリアデザイン演習｣において､経済界とも連
携し､京都のものづくり産業をささえる企業間取引
の現状と課題について理解を深めるとともに､ハ
ローワークと連携し学生の就職活動の支援に向
けた機会拡大を実施する。【府大】

・京都に本支社がある企業10社の協力により「キャリアデザイン演習」
を実施した（８回）。また、ハローワークと連携して実施する模擬面接等
を複数回に増やし学生の利用機会を拡大した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

Ⅲ33

学生のニーズに応じた学習支援や
メンタルヘルス、ハラスメント等の
学生相談に対する体制の充実を図
る。【47】

ウ
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中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 目指すべき研究水準・機能に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 4大学連携で取り組んでいる京都

ヘルスサイエンス総合研究セン
ターにおける共同研究を推進し、
科研費等の外部資金を導入し、大
型プロジェクト化を行う。　【51】

36

・４大学連携研究フォーラムにおける共同研究成
果発表等が定着したことから､次代のヘルスサイ
エンスを担う人材の育成に向けた各共同研究を
発展させ､併せてこれらから外部資金の獲得を図
る｡(No.13再掲)【共通】

・29年度4大学連携研究（公募型）で支援した研究の発展により30年度
科研費・基盤（B）を獲得した。（㉚～㉜、17,420千円）
（No.13再掲）【共通】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 先進医療及び先端医学研究を推
進するとともに、基礎研究、臨床研
究、保健看護研究等の研究成果の
実用化等により、地域医療や地域
社会における健康の維持増進に貢
献する。【医大】　【52】

37

・ホウ素中性子捕捉療法(SiC-BNCT)について､
企業等の研究開発に医学的見地から協力する。
・臨床中核病院の承認取得を目指し取組を進め
る｡
【医大】

・共同研究講座「次世代ホウ素中性子捕捉療法研究講座」を設置する
など、企業と連携した研究開発を推進した。

・臨床研究中核病院の承認取得を目指し、６月に臨床研究中核病院申
請準備ワーキンググループを設置して組織整備を進めた。（平成31年
４月臨床研究推進機構発足）
【医大】

Ⅲ Ⅲ

(ｳ) 国際的視野からの研究の発展と研
究交流事業を推進する。【府大】
【53】

38

・国際センターを中心に留学生の生活･就職相談
や日本人学生の海外留学相談等の支援を充実
し､国際交流協定校との交換留学などの教育･研
究交流活動を推進する｡(No.9一部再掲)
【府大】

・外国人留学生を対象とした生活情報や手続等に関する説明会の実
施や、外国語科目「日本語」の31年度開講の準備を進めた。
・トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラムの説明会を初めて実施す
るなど、留学支援を充実した。
・新たにカナダのラヴァル大学との交換留学プログラムを実施し、学生
２名の派遣を行った。
（No.9一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

ア  目指すべき研究水準・機能
　基盤研究や学際研究における世界水準の研究活動を推進するとともに、その成果の実践的研究(臨床研究)や地域を対象とした研究への展開を進める。

イ　研究成果の社会・地域への還元
　(ア)  府や市町村等の行政課題や地域課題に具体的に対応できる研究体制の構築やシンクタンク機能を充実・強化する。
　(イ)  研究成果の開示と積極的な国内外への発信により、 文化、福祉、医療、科学、産業等の発展に寄与する。
　(ウ)  世界水準の研究を戦略的かつ重点的に推進し、世界トップレベルの医療を地域に提供する。

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

２ 研究に関する目標
（１）研究の内容に関する目標

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究の内容に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(ｴ) 文学部を中心とした全学体制で、
国際京都学センター（仮称）と連携
し、国際京都学の学際的共同研究
を積極的に担い、成果を府民に還
元する。【府大】　【54】

39

・京都府立京都学･歴彩館と連携し､共同研究員
の受け入れや国際京都学シンポジウム､京都学
に係る企画立案や共同研究を実施して､その成
果を府民に還元する｡【府大】

・京都学・歴彩館と連携し、共同研究員（海外若手研究者）４名を受け
入れるとともに、同館の「京都を学ぶセミナー」や「洛西の文化資源共
同研究会」などに教員が参加した。また、国際京都学シンポジウム、国
際京都学セミナーを開催した。【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｵ) 地域の諸課題の解決に資する学
際 的 研 究 を 推 進 す る 。 【 府 大 】
【55】 40

・ACTRや医大との共同研究等により､地域課題
解決などに向けた学際的研究を推進する｡【府
大】

・ＡＣＴＲや大学間連携の共同研究などを通じて、医療・食や健康・環境
などの地域課題解決に向けた学際的な研究を推進した。
【府大】 Ⅲ Ⅲ

(ｶ) 大学間連携共同教育推進事業（北
部連携事業、グローカル人材育
成）を推進する。【府大】　【56】

(ｷ) 北山文化環境ゾーン整備に関連し
て、府立植物園との連携により自
然史系環境情報の収集・発信・普
及啓発を推進するための研究体
制・設備の充実を図る。【府大】
【57】

41

・植物園と連携して､普及啓発活動･環境教育を
推進する｡
・自然史系環境情報に関するホームページのコン
テンツを拡充するとともに､研究成果の一部を
アーカイブ化して学術情報として記録･保存する
など､情報発信機能を充実させる｡【府大】

・植物園と連携し、見頃の草花などを写真やイラストで案内する携帯端
末用の園内地図を開発するとともに、園内で実験教室を開催するな
ど、普及啓発活動・環境教育に取り組んだ。
・本学ホームページにおいて、植物の特徴をわかりやすく紹介するなど
「バーチャル植物園」のコンテンツを充実させるとともに、新たにアーカ
イブ機能を追加した。【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｸ) 精華キャンパスにおける植物バイ
オ等、新たな研究を推進し、行政
や企業等との共同研究、産業振興
を図る。【府大】　【58】

42

・植物工場における高機能性野菜栽培技術等の
研究成果を導入する企業を拡大し､けいはんな学
研地域などにおける新産業の振興を支援する｡
【府大】

・新産業の振興支援のため、精華キャンパスで植物工場研究会を開催
するなど、新たに植物工場の研究成果を導入する企業等の拡大を
図った。（30年度新規導入：２法人）
【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｹ) 「和食」の研究の深化と情報発信
のための研究体制・設備の充実を
図る。【府大】　【59】

43

・和食文化学科の開設に向けて､文部科学省へ
の届出や学生募集などを行う｡
・旧付属図書館棟を和食文化学科棟として活用
するために､必要な整備を行う｡
・｢和食文化学会｣の会員拡大や研究推進など活
動を充実させる｡(№16再掲)
【府大】

・平成31年4月の和食文化学科開設に伴う学則変更について、平成30
年4月に文部科学省へ届出。学生募集を行い、36名が入学。
・旧附属図書館棟を改修し、和食文化学科が中心となって利用する７
号館として整備した。
・和食文化学会第１回研究大会を、平成31年2月23～24日に開催し、
会員数が約150名に増加した。(№16再掲)
【府大】

Ⅲ Ⅲ

イ 研究成果の社会・地域への還元に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 地域連携センターの「地域貢献型

特別研究（府大ＡＣＴＲ）」を通した
地域との共同研究や、京都政策研
究センターの府内自治体のシンク
タンク機能を充実する。【府大】
【60】

44

・京都地域未来創造センターのシンクタンク機能
の強化や地域人材育成､地域貢献活動などの取
組を推進する｡【府大】

・京都地域未来創造センターにおいてドゥタンクとして地域と連携した
調査研究活動や地域公共人材育成のためのセミナーの開催、市町村
職員の研修生としての受入（２名）等を行った。また、人材育成等の相
互協力を行うことを目的に、本学初となるセンター間での国際交流協
定をポートランド州立大学公共サービス研究・実践センターと締結し、
教職員２名が「まちづくり人材育成プログラム」に参加した。【府大】

Ⅳ Ⅲ

府立大学の京都地域未
来創造センターにおい
て、新たにポートランド
州立大学公共サービス
研究・実践センターと国
際交流協定を締結、「ま
ちづくり人材育成プログ
ラム」に参加し、調査・
研究・教育及び人材育
成の相互協力を行うな
ど、地域公共人材育成
の取組を進めている。
（Ⅲ評価）

第２期中期計画
【中期計画番号】
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(ｲ) 教員の研究業績や研究内容の
データベースを活用し、ホームペー
ジで広く公表するなど、教育研究活
動について広く社会へ向けて情報
発信する。また、著書・論文の執
筆、学会での発表、特許等を通じ
て、研究活動の成果を広く社会に
還元する。　【61】

45

・学術機関リポジトリを利用して､学位論文､学内
紀要等を公開し､発信コンテンツを充実させる｡

・研究活動の成果について､記者発表や様々な広
報媒体を通じて幅広い情報発信を積極的に行う｡
【共通】
・京都の地域創生に関連する図書等について企
画展示を行うなど､府民向けの情報発信を強化す
る｡(No.23一部再掲)【府大】

・医科大学機関リポジトリ橘井に平成29年度分の医学研究科博士論文
要旨、同審査要旨、教養教育紀要、看護学科紀要及び看護研究論文
を公開した。【医大】
・学術機関リポジトリにより、学内紀要や学位論文を公開し、特に学内
紀要が過去最高の掲載数となるなど、内容を充実させた。【府大】
・研究活動の成果について、記者発表、ホームページ掲載など、様々
な広報媒体を通じて幅広く情報発信した。【共通】

・京都学・歴彩館と連携し、10月開催の「地域貢献型特別研究（ＡＣＴ
Ｒ）パネル展示」において、７つの研究テーマに関連した図書等の展示
及び冊子配布等を行った。（No.23一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｳ) 世界トップレベルの医療を地域に
提供するため、最先端の研究・診
療機器の導入等により研究を推進
し、研究成果の実用化等により、府
民等の健康増進に寄与する。【医
大】　【62】

46

・ホウ素中性子捕捉療法(SiC-BNCT)について､
企業等の研究開発に医学的見地から協力する｡
(No.37一部再掲)
・平成30年度中に陽子線治療を開始できるよう､
運営体制を整備する｡
【医大】

・共同研究講座「次世代ホウ素中性子捕捉療法研究講座」を設置する
など、企業と連携した研究開発を推進した。(No.37一部再掲)
　・陽子線治療装置について、平成31年２月に厚生労働大臣承認、同
３月に医療法施設使用許可を取得し、保険診療及び先進医療の届出
に必要な先行治療事例10人に対し陽子線治療を開始した。（同４月１
日から保険診療及び先進医療開始）【医大】

Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

ア  研究の実施体制等の整備
　　(ア)  横断的・学際的な研究分野を開拓し、３大学連携研究の推進をはじめ、国内外の大学、医療機関、試験研究機関、行政機関等との連携、民間企業及び病院との研究
　　　　交流の推進や外部の優秀な人材の受入れなどができる柔軟な研究体制を構築する。
　　(イ)  基盤的研究の推進及び重点課題、地域課題や次世代を担う若手研究者の育成などに資源の戦略的配分を行う。
イ  研究環境・支援体制の整備
　　(ア)  先端・学際研究など、研究の高度化に対応した機能強化と研究支援体制の整備及び共同研究を推進することができる研究環境の総合的な向上を図る。
　　(イ)  学内外の研究施設等の有効活用や研究活動に必要な先端的研究機器・設備等の計画的な整備を行うとともに、知的財産の活用を促進する。
ウ  研究活動の評価及び管理
　　(ア)  研究成果や業績などについて、学会・学術誌等に発表し、学外有識者の意見・評価も積極的に取り入れ、評価結果を研究の質の向上につなげる。
　　(イ)  研究活動の社会的責任を果たし、透明性・信頼性を確保するため、研究活動に係る不正行為や利益相反を防止するための適正な指導を行うとともに、審査、監査、公
　　　　表等の組織体制や関係規程の充実・強化を行う。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

２ 研究に関する目標
（２）研究環境の充実・向上

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

２ 研究に関する目標を達成するための措置
（２）研究環境の充実・向上に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 研究の実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 国内外の大学、病院等の医療機

関、試験研究機関、行政機関、民
間企業との研究交流の推進や外
部の優秀な人材の受入れなどがで
きる支援体制及び施設の整備・充
実を行う。【共通】　【63】

47

・29年度に策定の新国際化推進プランに沿って
国際化を推進する｡
・海外からの医療従事者の研修受け入れなど､国
際的な医療人材の育成に取り組む｡
(No.28一部再掲)【医大】
・国際センターを中心に留学生の生活･就職相談
や日本学生の海外留学相談等の支援を充実し､
国際交流協定校との交換留学などの教育･研究
交流活動を推進する｡(No.9一部再掲)【府大】

・「国際化推進プラン2018」に4つの実行管理WGを設置し、プラン内容
の推進を行った。（国際学術交流協定締結校からの留学生４大学８名
受入）
・眼科学、放射線医学など14の教室で海外からの教員受入等を行っ
た。　(No.28一部再掲)【医大】
・外国人留学生を対象とした生活情報や手続等に関する説明会の実
施や、外国語科目「日本語」の31年度開講の準備を進めた。
・トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラムの説明会を初めて実施す
るなど、留学支援を充実した。
・新たにカナダのラヴァル大学との交換留学プログラムを実施し、学生
２名の派遣を行った。
（No.9一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 地域課題の解決に向けた研究や
若手研究者の研究を支援するた
め、十分な予算を確保することによ
り、法人・大学独自の支援措置を
充実し、資源の戦略的配分を行う。
【共通】　【64】

48

・地域課題の解決に向けた研究や若手研究者の
研究を支援するため､医科大学･府立大学で公募
を行い､優れた研究に対して研究費の重点的な
配分を行う｡
【共通】

・医科大学・府立大学で公募し、選考の結果、優れた研究に対して以
下のとおり研究費を配分した。
　若手研究者・地域未来づくり支援事業　12件　8,500千円
　（医大：8件6,500千円、府大：4件2,000千円）
・研究費支援内容の見直しを行い、理事長・学長が協議の上で決定し
た両大学連携・共同研究（１件7,000千円）に研究費を重点配分した。
【共通】

Ⅲ Ⅲ

イ 研究環境・支援体制の整備に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 中核的研究センター等の再編・整

備を検討し、新たな研究センターの
枠組みを整備する。【医大】　【65】

49
・平成28年度に設置した創薬センター(附置研究
センター)の開設に向け､施設整備を進める｡
【医大】

・４月に創薬センター準備委員会を設置し、平成31年度稼働に向けた
準備を行った。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

(ｲ) 機関リポジトリシステムの構築を進
め、研究成果の発信体制の整備を
図る。【府大】　【66】 50

・学術機関リポジトリを利用して学位論文(博士)等
を公表するなど､発信コンテンツを充実させる｡
(No.45一部再掲)【府大】

・学術機関リポジトリにより、学内紀要や学位論文を公開し、特に学内
紀要が過去最高の掲載数となるなど、内容を充実させた。
（No.45一部再掲）【府大】 Ⅲ Ⅲ

(ｳ) サバティカル制度を活用し、教員の
海外等での研究活動を推進する。
【府大】　　　【67】

(ｴ) ・科学技術振興機構(JST)の人的サポート支援
等､諸機関の支援を活用し､特許の権利化につい
てより積極的に取り組む｡
【医大】

・科学技術振興機構（JST）の知財活用支援事業を活用し、特許の権
利化に取り組んだ。（４件申請、２件採択）
【医大】

・公開された特許等について､研究シーズ紹介
フォーラムや展示会等でのPRを積極的に行う｡
【府大】

・イノベーション・ジャパン、京都府農林水産技術革新創出会議（KAFF-
techフォーラム）等のマッチングフェアに出展し、研究紹介やマッチング
活動を行った。
【府大】

ⅢⅢ

第２期中期計画
【中期計画番号】

研究成果として創出された知的財
産の権利化、知的財産の技術移転
活動及び実用化を積極的に行う。
【68】

51
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(ｵ) 学内共同研究を推進するため、中
央研究室の研究設備の計画的な
整備を進める。【医大】　【69】

52

・大学院医学研究科中央研究室において､必要な
研究機器等の整備を行う｡
(No.5再掲)【医大】

・研究機器（高圧蒸気滅菌装置・２台、生物発光共鳴エネルギー転移
対応プレートリーダー、ナノ粒子計測機器）を整備した。（№5再掲）【医
大】

Ⅲ Ⅲ

(ｶ) 学術的に高いレベルの研究を進
め、その成果を社会に還元するた
めに、老朽化した設備・機器を更新
するなど研究環境を計画的に整備
する。【府大】　【70】

53

・平成28年度に策定した備品整備計画などに基
づき､研究環境整備を順次進めていく｡【府大】

・生命環境科学研究科備品整備計画に基づき、新たにＮＭＲ（核磁気
共鳴装置）を設置し、研究環境の整備を促進した。
【府大】 Ⅲ Ⅲ

ウ 研究活動の評価及び管理に関する目標を達成するための措置
(ｱ) 研究成果や業績を、学会活動や学

術発表活動等を通じて学外から研
究活動の評価を受け、研究活動の
質の向上に繋げる。　【71】 54

・研究活動の成果について､記者発表や様々な広
報媒体を通じて幅広い情報発信を積極的に行う｡
(No.45一部再掲)【共通】

・ＦＭ京都『Kyoto medical talk』（毎週火曜日）において、教員自らが府
立医大の取組や、季節の健康関連、最先端の医学研究などの情報の
発信を行った。（52回実施）【医大】
・研究活動の成果について、記者発表、ホームページ掲載など、様々
な広報媒体を通じて幅広い情報発信を行った。
【共通】（No.45一部再掲）

Ⅲ Ⅲ

・学内研究者を対象とする研究倫理教育･研修の
一層の充実を図る｡【共通】
・臨床研究法や再生医療法に対応した利益相反
管理及び臨床研究の審査体制を構築するととも
に､必要な研修を実施し､その適切な運用を図る｡

・倫理研修会の年度テーマを決め（㉚テーマは、志向倫理）、研究倫理
研修会を開催した。（９回）
・夕方から開催する研修会では参加困難な研究者に配慮して、午後の
早い時間帯にも研修会を実施した。
【医大】
・科研費講習会において、研究費の不正使用防止とあわせて研究活
動の不正防止に関する研修を実施した。（９月、受講者142名）
・教員等を対象とした研究倫理研修を、各所属において実施した。（受
講者158名）【府大】

・改正した利益相反委員会規程(平成29年8月1日
施行)に基づき､利益相反管理を徹底する｡
【医大】

・研究者を対象に、臨床研究法を遵守した臨床試験の在り方や実施手
続きについて説明会を実施した。
・「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に基づいて研究者を
対象に、研究臨床研究法経過措置期間中の対応について研修を行っ
た。（２回）
・臨床研究審査委員会委員に審査の視点についての研修を行った。
・利益相反委員会を原則毎月開催するとともに、臨床研究法で定めら
れている利益相反管理を開始・徹底した。
・再生医療等に係る省令改正に対応するため、学内規程の改正を行っ
た。
・再生医療等に係る省令改正に関する説明会を実施した。
【医大】

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

研究活動に係る透明性の確保や、
不正行為や利益相反防止策によ
る指導強化に努め、必要な関係規
定を充実する。　【72】

(ｲ)

55 Ⅲ
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(ｳ) 研究開発・質管理向上統合セン
ターを新設し、基礎研究から臨床
研究・実用化までの一貫した支援・
指導と研究倫理教育を重点的に実
施するとともに、モニタリング、デー
タ管理、監査を行うなど、医学研究
全般の科学性・倫理性を適正に担
保し、研究の質管理を一元的に行
う。【医大】　【73】

56

・臨床研究法の遵守を徹底するため､モニタリン
グ担当者向け研修会を継続して実施するととも
に､臨床研究を実施する上での疑問等について
随時受け付けられるような仕組みの構築を図る｡
【医大】

・臨床研究の実施に関する説明会において、モニタリングに関する注
意点等の研修を行った。
・臨床研究を実施する上での注意事項やモニタリングに関する手順書
について、大学ホームページに掲載した。
・次年度以降のモニタリング体制充実に向け、適切な人員採用を決定
した。【医大】

Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア グローバル化戦略アクションプラン
を策定し、教育研究における人材
育成、留学生の受入・派遣支援の
強化、国際共同研究の推進、国際
学術交流センターの体制の強化、
海外の研究者の招へいなど、国際
化を推進する。【再掲】【医大】
【74】

57

・29年度策定(予定)の新国際化推進プランに沿っ
て国際化を推進する｡
・海外からの医療従事者の研修受け入れなど､国
際的な医療人材の育成に取り組む｡
(No.28再掲)
・新たにエジンバラ大学との協定締結･留学生受
入を進める(No.9一部再掲)
【医大】

・「国際化推進プラン2018」に4つの実行管理WGを設置し、プラン内容
の推進を行った。（国際学術交流協定締結校からの留学生４大学８名
受入）
・眼科学、放射線医学など14の教室で海外からの教員受入等を行っ
た。(No.28一部再掲)
・新たにエジンバラ大学と6月26日協定締結し、11月に学生４名を派
遣、エジンバラ大学学生１名の次年度受入を決定した。(No.9一部再
掲)【医大】

Ⅲ Ⅲ

イ 海外の大学・研究機関等との共同
研究活動を推進するとともに、国際
学術交流促進のため、国際セン
ター（仮称）を設置する。【府大】
【75】

58

・国際センターを中心に留学生の生活･就職相談
や日本人学生の海外留学相談等の支援を充実
し､国際交流協定校との交換留学などの教育･研
究交流活動を推進する｡(No.9一部再掲)
【府大】

・外国人留学生を対象とした生活情報や手続等に関する説明会の実
施や、外国語科目「日本語」の31年度開講の準備を進めた。
・トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラムの説明会を初めて実施す
るなど、留学支援を充実した。
・新たにカナダのラヴァル大学との交換留学プログラムを実施し、学生
２名の派遣を行った。（No.9一部再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

ウ サバティカル制度を活用し、教員の
海外等での研究活動を推進する。
【府大】【再掲】　【76】

第２期中期計画
【中期計画番号】

　国際交流締結校や海外の大学、研究機関、医療機関等との学術提携などによる共同研究の推進、優秀な海外の研究者の招へいなど、国際学術交流を推進する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

２ 研究に関する目標
（3）研究の国際化

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

２ 研究に関する目標を達成するための措置
（3）研究の国際化に関する目標を達成するための措置
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中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 「国際京都学センター（仮称）」と連
携して文理融合、横断的・学際的
に「京都学」を研究するとともに、京
都府、府立総合資料館、その他関
係機関とネットワークを構築し、京
都における文化芸術の継承と創
造、産業の発展、地域振興やまち
づくりなど社会貢献を図る。また、
その成果を府民に還元する。【府
大】　【77】

59

・京都府立京都学･歴彩館と連携し､共同研究員
の受け入れや国際京都学シンポジウム､京都学
に係る企画立案や共同研究を実施して､その成
果を府民に還元する｡(No.39再掲)【府大】

・京都学・歴彩館と連携し、共同研究員（海外若手研究者）４名を受け
入れるとともに、同館の「京都を学ぶセミナー」や「洛西の文化資源共
同研究会」などに教員が参加した。また、国際京都学シンポジウム、国
際京都学セミナーを開催した。（No.39再掲）【府大】

Ⅲ Ⅲ

イ 地域連携センターや京都政策研究
センターの体制を充実し、京都府を
はじめ府内市町村のシンクタンク
機能を強化する。【府大】　【78】

60

・京都地域未来創造センターのシンクタンク機能
の強化や地域人材育成､地域貢献活動などの取
組を推進する｡(No.44再掲)【府大】

・京都地域未来創造センターにおいてドゥタンクとして地域と連携した
調査研究活動や地域公共人材育成のためのセミナーの開催、市町村
職員の研修生としての受入（２名）等を行った。また、人材育成等の相
互協力を行うことを目的に、本学初となるセンター間での国際交流協
定をポートランド州立大学公共サービス研究・実践センターと締結し、
教職員２名が「まちづくり人材育成プログラム」に参加した。（№44再
掲）【府大】 Ⅳ Ⅲ

府立大学の京都地域未
来創造センターにおい
て、新たにポートランド
州立大学公共サービス
研究・実践センターと国
際交流協定を締結、「ま
ちづくり人材育成プログ
ラム」に参加し、調査・
研究・教育及び人材育
成の相互協力を行うな
ど、地域公共人材育成
の取組を進めている。
（Ⅲ評価）

ア　「国際京都学センター」と連携して「京都学」など、文化、歴史、風土等の共同研究を推進するとともに、府民の健康と福祉の向上をはじめ、文化のみやこ・京都における文
　　化学術の継承と創造、産業の発展、地域振興やまちづくりなど、幅広い社会貢献に積極的に取り組む。
イ　府立大学の知的資源を総合的に活用し、地域連携センターや京都政策研究センターを中心とした地域課題の解決や地域発展に貢献する取組を推進する。
ウ　将来を担う世代の育成を図るため、地域の青少年が「ほんまもんの文化」や高度な学術研究にふれることができる機会を拡大するとともに、高大連携など地域の教育機関
　　との連携を一層推進する。
エ  京都の特色を活かした講座、地域社会や府民のニーズに対応した講座の開催など、府民の生涯学習の充実を図り、社会人教育を一層推進する。
オ  府民に開かれた大学として、府立大学附属図書館など大学施設の府民への開放や地域との交流などを推進する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標
（１）府民・地域社会との連携

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置
（１）府民・地域社会との連携に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ウ 将来を担う青少年の京都への理解
を深めるため、地域連携センター、
附属農場・演習林等における公開
講座や体験学習等を通じて、高度
な学術研究を青少年にわかりやす
く伝える機会を拡大するとともに、
府教育委員会と連携した高大連携
の取組を行う。【府大】　【79】

61

・演習林や農場等をフィールド教育の場として､全
学的な利用､他機関との共同利用等を推進し､青
少年を対象とした演習林野外セミナーをはじめ多
くの府民等を対象とした体験学習会などを開催す
る｡
・桜楓講座について､中高齢層だけでなく青少年
層も関心が持てるような内容､レベルの講座を開
講する｡
・府教育委員会とも連携して､高校生を対象に､府
大教員の出前講義･実験指導や府大生との交流
会を開催し､大学の教育や研究活動などの理解
を深めてもらう｡【府大】

・演習林では、京都大学と本学の学生ボランティア合同による森林整
備や、高校生を対象とした演習林野外セミナーを実施した。
・農場では、府民を対象とした体験型学習会「ユーカルチャー事業（小
学生コース、成人コース各１回）」及び施設公開を実施した。

・桜楓講座については青少年層にも身近で分かりやすいテーマとして、
早生樹の研究などに関する講座を４回開講した。

・府教育委員会と連携し､高校生を対象に､大学の教育や研究活動な
どの理解を深めてもらうため、府大教員の出前講義･実験指導の実施
や府大生との交流会「府大の学び発見！」を開催した。【府大】

Ⅲ Ⅲ

エ ・医療･看護に係る府民向け公開講座や､市町村
と協力しての健康セミナーを開催する｡【医大】

・医学科・看護学科において、府民向け公開講座を開催した。「心臓－
腎臓の最新治療」及び「がんサバイバーシップと暮らしのサポート」
・府内市町村と共催して健康セミナーを開催した。（６市町７講座）
【医大】

・桜楓講座について､中高齢層だけでなく青少年
層も関心が持てるような内容､レベルの講座を開
講する｡(№61一部再掲)
＜数値目標＞
（府大）生涯学習講座の受講者数を、中期目標期
間中に10％以上増加させる。
【府大】

・桜楓講座については青少年層にも身近で分かりやすいテーマとして、
早生樹の研究などに関する講座を４回開講した。
（㉕実績237名→㉚実績385名　62.4％増）
(No.61一部再掲）【府大】

オ 図書館の府民公開を推進するとと
もに、所蔵する歴史的資料の展示
を促進するため施設整備や電子化
を進め、府民に積極的に提供す
る。【医大】　【81】

カ 府大図書館の土日開館、府民貸し
出しなど利用サービスの拡大を図
り、府民公開を推進する。【府大】
【82】

Ⅲ62

桜楓講座や医大公開講座などの
生涯学習講座の充実を図り、より
多くの府民等に参加を促す。
＜数値目標＞
（府大）生涯学習講座の受講者数
を、中期目標期間中に10％以上増
加させる。　【80】

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】
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中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 地域貢献型特別研究（府大ＡＣＴ
Ｒ）等の大学と地域社会との共同
研究、大学の教育・研究成果を活
用した地域貢献を通して、地域社
会を担う人材の育成を充実する。
【83】

イ 京都府をはじめ市町村の政策策定
への協力を行うとともに、ＮＰＯ団
体等との連携を強化し、地域社会
を担う人材の育成を充実する。【府
大】　【84】

63

・京都地域未来創造センターのシンクタンク機能
の強化や地域人材育成､地域貢献活動などの取
組を推進する｡(No.44再掲)

・包括協定先市町等との懇談会や市町村訪問等
による地域の課題･ニーズを把握する｡
【府大】

・京都地域未来創造センターにおいてドゥタンクとして地域と連携した
調査研究活動や地域公共人材育成のためのセミナーの開催、市町村
職員の研修生としての受入（２名）等を行った。また、人材育成等の相
互協力を行うことを目的に、本学初となるセンター間での国際交流協
定をポートランド州立大学公共サービス研究・実践センターと締結し、
教職員２名が「まちづくり人材育成プログラム」に参加した。（No.44再
掲）
・京都の地域創生を担う人材を育成するため、ＣＯＣ＋(地(知)の拠点
大学による地方創生推進事業)の「地域創生人材育成プログラム（講
義、フィールド演習、インターンシップ実習等）」を実施した。
・包括協定先市町を訪問し、地域ニーズ等の把握や今後の連携に向
けた意見交換などを行うとともに10月に包括協定市町等との懇談会を
実施した。【府大】

Ⅲ Ⅲ

ア  行政課題や地域課題等の研究・提案機能の強化により、府や市町村等への提言機能の充実及び行政職員・医療従事職員の人材育成に貢献する。
イ　「和食」に関する教育研究など、府や関係団体等と連携して、文・理・技の融合、医・食・農の融合等による学際的な教育研究を推進する。
ウ  市町村等との包括協定を推進し、連携を強化することにより、地域振興、教育、文化、保健、福祉等の事業の推進に貢献する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標
（2）行政等との連携

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置
（2）行政等との連携に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ウ 食と健康・農、文化の専門分野を
活かし、「和食文化」の学際的な教
育・研究を推進するため、医科大
学等の教育研究機関・行政・食の
専門家等と連携し、茶道、華道等
の伝統文化や陶磁器、漆器等の伝
統工芸、さらに寺社仏閣など幅広
い京都の文化、観光等をテーマに
した和食文化の連続講座の開講を
はじめ、学部横断型プログラムを
開発し、授業等を実施するととも
に、それらの取組成果を検証しな
がら、学部･学科の設置や学位創
設を目指す。【府大】　　　【85】

64

・和食文化学科の開設に向けて､文部科学省へ
の届出や学生募集などを行う｡
・旧付属図書館棟を和食文化学科棟として活用
するために､必要な整備を行う｡
・｢和食文化学会｣の会員拡大や研究推進など活
動を充実させる｡
(No.16再掲)【府大】

・平成31年4月の和食文化学科開設に伴う学則変更について、平成30
年4月に文部科学省へ届出。学生募集を行い、36名が入学。
・旧附属図書館棟を改修し、和食文化学科が中心となって利用する７
号館として整備した。
・和食文化学会第１回研究大会を、平成31年2月23～24日に開催し、
会員数が約150名に増加した。
(No.16再掲)【府大】

Ⅲ Ⅲ

エ 地域貢献型特別研究（府大ＡＣＴ
Ｒ）等を通じて、包括協定をしてい
る市町村等との協働事業を推進す
る。【府大】
＜数値目標＞
包括協定市町村・関係機関・団体
等数10以上　【86】

65

・地域貢献型特別研究(ACTR)や京都地域未来創
造センターによる包括協定先市町との受託研究､
懇談会の開催などを通じて協働事業をいっそう発
展させる｡【府大】

・包括協定先市町を訪問し、地域ニーズ等の把握や今後の連携に向
けた意見交換などを行うとともに10月に包括協定市町等との懇談会を
実施した。（包括協定等締結市町･関係機関･団体等数　23団体）
（No.63一部再掲）
【府大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】
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中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

・科学技術振興機構(JST)の人的サポート支援
等､諸機関の支援を活用し､特許の権利化につい
てより積極的に取り組む｡
【医大】

・科学技術振興機構（JST）の知財活用支援事業を活用し、特許の権
利化に取り組んだ。（４件申請、２件採択）(No.51再掲)【医大】

・公開された特許等について､研究シーズ紹介
フォーラムや展示会等でのPRを積極的に行う｡
【府大】(No.51再掲)

・イノベーション・ジャパン、京都府農林水産技術革新創出会議（KAFF-
techフォーラム）等のマッチングフェアに出展し、研究紹介やマッチング
活動を行った。
（Ｎｏ．51再掲）【府大】

イ 地域連携センターの産学公連携機
能を引き継ぎ、地域の中小企業や
農業事業者等との連携の強化、ま
た大学発ベンチャー企業の育成等
総合的な産学公連携活動を支援
する組織(リエゾンオフィス(仮称))を
構築する。【府大】　【88】

67

・産学連携リエゾンオフィスを中心に企業とのマッ
チング活動等を推進し､産学連携の取組を推進す
る｡【府大】

・産学連携リエゾンオフィスにより産学連携活動を支援し、企業から資
金を受け入れて設置した本学初となる共同研究講座の開設や関西文
化学術研究都市の立地企業等と連携した共同研究などの取組を推進
した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

ウ ＜数値目標＞産業界等からの共
同研究・受託研究等の件数を、中
期目標期間中に10％以上増加さ
せる。　【89】
※25年度実績比
 　医大129件→142件
 　府大 50件→ 55件 68

・産業界等からの共同研究・受託研究等の件数
を、中期計画目標期間中に10％以上増加させ
る。
【共通】

医大：30年度実績 161件（25年度比較：24.8％増）
府大：30年度実績 108件（25年度比較：116％増）

Ⅳ Ⅳ

府立大学において、産学
連携活動を支援する取組
により企業等との共同研
究・受託研究等の件数が
大幅に増加（㉕実績50件
→㉚実績108件（116％
増））した。また、医科大学
においても件数が増加（㉕
実績129件→㉚実績161件
（24.8％））しており、両大
学において、計画の数値
目標（共同研究・受託研究
等の件数を中期目標期間
中に10％以上増加させる）
を大きく上回って達成して
いる。

ア 研究成果として創出された知的財
産等を府内の産学公連携イベント・
大学ＨＰ等を通して、情報発信を行
うとともに、地元企業等からの技術
相談を実施することにより、研究成
果の技術移転を促進する。　【87】

66 Ⅲ Ⅲ

ア  大学で創出された研究成果を知的財産とし、地元企業等での活用を図るとともに、大学発ベンチャーの支援を行う。
イ  研究開発や人材育成において、地域の中小企業・農林事業者等との連携を強化して、地域産業の活性化を促進する。
ウ  国内外の大学、研究機関等との共同研究の拡充や地域の産業、イノベーションや新産業創出の支援を行うなど、産学公連携の体制を強化する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標
（3）産学公連携の推進

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置
（3）産学公連携の推進に関する目標を達成するための措置
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標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 教育研究成果の社会還元や、地域
医療を支える医療従事者及び指導
者の育成、府内の医療機関及び行
政機関への継続的な医師配置等、
地域医療を支える拠点として多面
的な地域貢献を行う。　【90】

69

・医療センターを中心に､地域医療･保健行政の
前線基地である保健所への人材供給等を行う｡
【医大】

・行政従事医師として、府本庁、府保健所等の行政機関へ20名の医師
を派遣した。（京都府社会福祉事業団へは15名派遣）
・医師不足が特に深刻な府北部地域の人材確保のため、府内医療機
関に対し、350名の医師を派遣した。【医大】 Ⅲ Ⅲ

イ 学生はもとより、地域医療機関等
から受け入れた医師、看護師、コメ
ディカルなどを高度な医学教育に
より優秀な医療人として育成すると
ともに、府内の医療機関と教育、研
究、治療面における連携を深め、
地域医療を支える医療人を輩出す
るための拠点として中核的な役割
を果たす。
※コメディカル：臨床検査技師、放
射線技師等の医師、看護師以外の
医療従事者　　【91】

70

・メディカルスタッフについて､実習受入等を進め
る｡
・看護実践キャリア開発センターでは､府内病院
や訪問看護ステーションに勤務する看護師を対
象に､文部科学省の職業実践力育成プログラム
に認定された｢緩和ケアを推進する看護師養成プ
ログラム｣の開講等を実施する｡
【医大】

・メディカルスタッフについて､18施設から10職種132名の実習生を受け
入れた。
・「緩和ケアを推進する看護師養成プログラム」3コースに病院勤務看
護師及び訪問ステーション勤務看護師の8名が受講した。B.在宅緩和
ケア推進看護師養成コースについては厚生労働省 教育訓練給付制
度（専門実践教育訓練）講座の認定を受けた。C.緩和ケアチームリー
ダー看護師養成コースは文部科学省 職業実践力育成プログラムの認
定を受けた。
・教育プログラムの一部を公開講座として10回開講した。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

ウ 関係機関との連携を強化し、認知
症総合対策への協力をはじめ、京
都府が行う地域包括ケアの取組を
支援する。　【92】 71

・地域包括ケアを推進するため、地域の医療機関
や介護関係機関等を訪問するなど、連携の強化
に取り組む。
・在宅医療を推進するため､地域の医療･介護関
係者､家族と連携･協力し､全病棟において退院支
援計画書の作成に取り組む｡
【医大】

・他医療機関（民医連中央病院）と症例検討会を開催した。

・全病棟において退院支援計画書の作成に取り組んだ。
退院支援計画書作成（退院支援依頼）件数　2,936件
(参考：29年度累計2,155件)
【医大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

ア  病病連携・病診連携の強化、医師確保が困難な地域への医師の配置など、地域医療を支える拠点として多面的な地域貢献を行い、京都府における医療水準の向上に
　　貢献する。
イ  京都府と協力して医療センターの拡充・強化や総合的な地域医療ネットワークの構築等により、府内の適正な医師確保に貢献する。
ウ　地域の医療、保健、介護及び福祉の各分野の関係機関との連携を強化し、京都府が行う地域包括ケアの取組を支援する。

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標

（4）医療を通じた地域貢献

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置
（4）医療を通じた地域貢献に関する目標を達成するための措置
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中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

病棟整備や最先端の医療機器の
導入等により、病院機能の強化や
体制整備を行い、国家レベルの医
学研究拠点及び臨床教育拠点を
目指す。　【93】

72

・平成30年度中に陽子線診療を開始できるよう､
運営体制を整備する｡(No.46一部再掲)

・附属病院においては､手術待ち状態の改善を図
るため手術室を増室するとともに､老朽化した北
病棟の解体･撤去工事及び北病棟移転のための
病棟改修工事を実施する｡【医大】

・陽子線治療装置について、２月に厚生労働大臣承認、３月に医療法
施設使用許可を取得し、保険診療及び先進医療の届出に必要な先行
治療事例10人に対し陽子線治療を開始した。(No.46一部再掲)
・手術待ち解消のため、手術室２室の増室工事を実施した。（令和元年
５月完成予定）
・北病棟（精神病棟）については、病棟移転先であるＤ３病棟の整備・
移転（９月）の後、解体を行った。（12月完了）【医大】

Ⅲ Ⅲ

臨床治験センターの体制を強化
し、臨床治験及び先進医療を積極
的に推進する。　【94】 73

・引き続き認定取得した｢ISO15189｣を維持するた
め､必要な措置を行う｡
・先進医療について､年１件以上の新規承認申請
を行う｡
　【医大】

・｢ISO15189｣について、第1回サーベイランス指摘事項（16項目）のう
ち、未是正であった３項目の是正に努め、９月に臨時審査を受審し、認
定継続の了承を得た。
・先進医療の推進について、新規承認１件の申請を行った。
（マルチプレックス遺伝子パネル検査：２月承認）【医大】

Ⅲ Ⅲ

ア

ア  国家レベルの医学研究拠点及び臨床教育拠点を目指し、必要な病院機能の強化や体制整備を行う。
イ  地域医療への関心を持ち、高度な専門知識や技術、豊かな人間性や倫理観を備えた地域医療に貢献する医師・看護師等の医療人材を育成する。
ウ  関係病院と連携し、卒前・卒後の一貫教育を含め、幅広く充実した臨床教育及び実習の中心的役割を果たし、卒業生の府内医療機関への就職及び定着を促進する。
エ　附属北部医療センターにおいて、府北部地域の課題に対応した研究や地域医療に貢献する総合診療力を備えた医師、高度医療に対応することができる看護師等の医療
　　人材を育成する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標
（1）臨床教育・研究の推進

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標を達成するための措置
（1）臨床教育・研究の推進に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

イ 地域医療・チーム医療マインドを持
つ医療人の育成のため、卒前（学
部）及び卒後（卒後臨床研修・大学
院・海外留学）における教育の連
携を強化し、臨床教育を一貫して
行う体制を体系的に整備する。
【95】 74

・卒前･卒後における教育の連携を強化するとと
もに､地域研修や学内での研修体制･他院からの
研修医の受入体制の整備により新専門医制度へ
の対応を行う｡【医大】

・附属病院の研修体制の周知及びスキルアップのため、学生や研修医
を対象としたイブニングセミナー（15回）及び進路指導等を随時実施す
るとともに、保健管理センターと連携し、研修医のメンタルケアに取り組
んだ。
・本学医学生を対象とした研修医受入説明会（３回）を実施した。
・地域研修先の充実（24箇所→25箇所）を図った。
・卒後臨床研修センター移転に伴い、カンファレンス室を新設するな
ど、ハード面での受入体制充実を図った。
・卒後臨床研修センターが中心となり、本院の研修プログラム内容の
検討・充実に資するため、学内の指導医との意見交換を実施した。（２
回）
・専攻医確保のため、各領域の専門医取得のための基本19領域プロ
グラムを診療科と連携し策定した。【医大】

Ⅲ Ⅲ

ウ 専攻医・研修医等の臨床教育環境
の整備及び処遇改善に努め、臨床
教育の一層の充実を図ることによ
り、優れた人材を確保する。
＜数値目標＞
　学生の府内就職率
　医 学 科  　 62％以上
　看護学科　　75％以上

75

＜数値目標＞
　学生の府内就職率
　医 学 科  　 62％以上
　看護学科　　75％以上
【医大】

・学生の府内就職率（新卒者の府内就職率）
医 学 科　56.7％（97名中55名）
看護学科　75.3％（77名中58名）

〇平成30年度の府内募集定員枠は、前年度から8名減少（㉙265名→
㉚257名）したが、新卒者の府内就職者数は前年度から2名増加（㉙53
名→㉚55名）した。
府内就職率の母数となる新卒の国家試験合格者数は前年度から5名
増加（㉙93名→㉚98名）したため、結果として、新卒者の府内就職率と
しては前年度から低下（㉙57.6％→㉚56.7％）した。
なお、本年度の既卒者の府内就職数は、増加している。（既卒者の本
学附属病院研修医採用数：㉖～㉙平均1.5名→㉚5名）

○地域医療教育推進事業等の実施
府内の医療体制の確保のため、府北中部の基幹病院等で実習等を行
う地域滞在型医療実習を実施し、地域医療への関心を高めている。
（㉚　医学科第5学年全員107、看護学科第3学年希望者27名）
また、推薦枠の学生に対する北部地域での病院の見学研修の実施や
ＣＣⅡにおける北部医療実習の必修化なども併せて実施し、地域医療
の確保につなげている。

<参考>
・府外関連病院を含めた就職率　74.2％（97名中72名）
・入学時府内高校出身率　　　　  36.4％
【医大】

Ⅱ Ⅱ

医科大学の医学科学
生の府内就職率は、
56.7％（計画：62％以
上）となっており、計
画の数値目標を達成
できていない。
なお、次期中期計画
では、府内の必要医
師数を考慮するなど、
地域の実情に応じた
数値目標とすべきで
ある。

初期臨床研修後の医師の府内就
職率　80％以上　　　【96】

76

＜数値目標＞
初期臨床研修後の医師の府内就職率79.5％以
上【医大】

・府内就職率89.8%（59名中53名）
【医大】

Ⅳ Ⅳ

医科大学の初期臨床
研修後の医師の府内
就職率について、
89.8％（計画：79.5％）
となっており、計画の
数値目標を大きく上
回って達成している。

第２期中期計画
【中期計画番号】
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

エ 附属北部医療センターにおいて、
府北部地域を府立医科大学の教
育研究の場として活用し、地域医
療学講座を通じて、若手医師や看
護師への教育・研修を行い、地域
医療の幅広いニーズに対応できる
総合診療力を備えた医師を育成す
るとともに、地域の病院や診療所と
連携し、地域医療マインドを持った
医師や高度な医療に対応すること
ができる看護師を育成する。　【97】

77

・地域医療学講座に所属する教員(医師)をはじ
め､各診療科の医師がそれぞれの専門性や特色
を生かし､引き続き研修医等若手医師の育成を行
う｡
・看護実践キャリア開発センターと連携し､研修等
を通して地域において信頼される質の高い看護
を実践できる看護師の育成､中学･高校生のキャ
リア教育､健康教育の支援を行う｡
・北部医療センター(与謝キャンパス)において､大
学院医学研究科博士課程共通領域の一部授業
を実施し､北部地域の社会人の大学院入学環境
を整備する｡(No.2再掲)
【医大】

・地域医療学講座所属教員らが、研修医等の若手医師を指導・育成の
ため、実習等受入を行った。
　研修医受入16名、医大学生の地域滞在実習＜医大ＧＰ＞受入24
名、クリニカルクラークシップ受入40名、早期体験実習５名
・看護実践キャリア開発センターと連携して、キャリアラダー教育研修、
院内静脈注射認定コース、院内がん化学療法Ⅳナース認定コース、中
北丹看護研究発表会口演発表、第49回日本看護学会口演発表、看護
職員復帰支援セミナー、京都府立医科大学看護研究交流会、中学生
の職場体験学習受入、高校生のインターンシップ受入等を実施した。
・テレビ会議システムを活用して、北部センター勤務大学院生に対する
遠隔授業を実施した。（講義回数９回）
【医大】

Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

ア　府民の生命と健康を守る中核的医療機関として、他の医療機関等との連携を強化し、医学・臨床研究の成果を地域に還元することにより、地域における医療、保健、介護
　　及び福祉の向上に貢献する。
イ　附属北部医療センターにおいて、医科大学の組織としての一体的な運営により、府北部地域の特性や医療の実情に応じた地域医療の推進や医師配置体制の整備を行う
　　など、北部医療の安定を図る。
ウ　地域の拠点病院として、災害発生時の医療提供体制の充実・強化を図る。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標
（2）地域医療への貢献

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標を達成るための措置
（2）地域医療への貢献に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 医師不足地域の医療機関との連
携を推進するとともに地域医療連
携室の体制強化を図り、患者紹介
率及び逆紹介率を向上する。

＜数値目標＞
　　　　　患者紹介率　　逆紹介率
附属病院　55％以上　 45％以上
附属北部医療センター
　　　　　　　55％以上　　 90％以上
【98】 78

（附属病院）
・地域の医療関係者との連携を強化する取組を
継続し､紹介率･逆紹介率の向上を図る｡
＜数値目標＞
患者紹介率　　60％以上
逆紹介率　　　 50％以上

（附属北部医療センター）
・地域の医療関係者との連携を強化する取組､医
師の専門分野や専門外来等の特色の情報発信
強化等により､紹介率･逆紹介率の向上を図る｡
＜数値目標＞
患者紹介率　　54.5％以上
逆紹介率　　　  100％以上

【医大】

［附属病院］
・他医療機関が主催する懇談会（3回）、連携協議会（1回）、当院主催
の地域連携カンファレンス(5回)、京都府立医科大学附属病院地域医
療ネットワーク登録医療機関(1,166医療機関)へのメールマガジンの配
信(月1回)等連携強化に務め、紹介患者数増加に努めた。
（参考）平成度29年度登録：789医療機関

患者紹介率　  88.8％
患者逆紹介率　75.6％

［北部医療センター］
・紹介状のある入院患者については、かかりつけ医への入院連絡票送
付、退院時情報提供を徹底。また、近隣のかかりつけ医や在宅サービ
ス担当者との連携会議の開催等に取り組み、患者紹介率や逆紹介率
の向上に努めた。

患者紹介率　 　 56.3％
患者逆紹介率   126.0％
【医大】
　

Ⅳ Ⅳ

イ 附属北部医療センターにおいて、
府立医科大学の附属病院として一
体的な運営を行うとともに、北部地
域の医療ニーズ対応し、中核病院
としての役割を果たせるよう救急医
療、在宅医療などの診療機能の強
化、地域医療機関への医師派遣機
能の強化や地域医療機関との災
害、救急、臨床教育などの連携強
化を図り、北部医療の充実を強力
に推進する。　【99】

79

(附属北部医療センター)
・北部公的病院･市町･保健所と連携しながら､引
き続き北部地域医療人材育成センターの取組を
進めるとともに､健康長寿コホート研究(丹後活き
生き長寿研究)を推進する｡
・がんの診断から治療までを一体的に実施する､
北部地域で初となる｢がん診療棟｣の本工事に着
手する。
・地域の医療ニーズに対応するため､地域包括ケ
ア推進の観点から､一部病棟について地域包括
ケア病棟への転換を進める｡【医大】

・北部公的病院、保健所及び地元市町と連携しながら、健康長寿コ
ホート研究事業を実施するとともに、北部公的病院等に積極的に医師
派遣を行った。
（実施状況）
〇丹後活き生き健診：京丹後市丹後町、宮津市、伊根町（住民103名
参加）
〇合同研修会実施（3回：医師、看護師、技師等延92名参加）
〇北部公的病院への医師派遣（3,731回）
・がん診療棟工事に着工した。（１月）
・ワーキンググループの設置により課題検討を実施するとともに、地域
包括ケア病棟の対象を想定したシミュレーションを実施した。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

ウ 地域の拠点病院として、緊急時に
使用できる車両の整備などＤＭＡＴ
の災害時体制を強化するとともに、
災害発生時における病院機能を維
持し、救急医療等の機能を発揮で
きるよう、設備や体制の充実・強化
を行う。
※DMAT：災害急性期に活動でき
る機動性を持ったトレーニングを受
けた医療チーム　【100】

80

・附属病院においては､DMATの体制維持に向け
た人材の育成や災害時備蓄食糧の整備を行う｡
・北部医療センターにおいては､災害拠点病院と
しての役割が果たせるよう､DMATの訓練への積
極的参加や､業務継続計画(BCP)の策定を行う｡
【医大】

・附属病院においては、災害時食糧備蓄について今年度備蓄分を整
備した。あわせて、新たに医師１名、看護師１名及び業務調整員２名の
ＤＭＡＴ隊員を養成し、3班体制を維持した。
・北部医療センターにおいては､DMATについて、２班体制を維持し、新
たに連絡調整員が養成研修を受講するとともに、政府の大規模地震
時医療活動訓練や京都府防災訓練に派遣した。BCPについては策定
できなかった。【医大】

Ⅱ Ⅲ

医科大学及び府立大
学においては地元消
防署と連携し、消防・
防災訓練などを実施
するとともに、附属病
院及び北部医療セン
ターでは、ＤＭＡＴ養
成研修等に参加する
など、災害発生時や
緊急時の対応力向上
に努めている。

第２期中期計画
【中期計画番号】
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標
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計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

政策医療の中核病院として、都道
府県がん診療拠点病院、小児がん
拠点病院、及び肝疾患拠点病院等
の診療や相談機能の充実強化を
進め、国や府の政策と一体となっ
た政策医療に取り組む。　【101】

81

・臨床研究中核病院の承認取得を目指し取組を
進める｡(No.37一部再掲)
・平成30年度中に陽子線治療が開始できるよう､
運営体制を整備する｡(No.46一部再掲)
・がん診療拠点病院等の機能の充実強化に努め
る｡
・附属北部医療センターにおいては､がんの診断
から治療までを一体的に実施する､北部地域で初
となる｢がん診療棟｣の本工事に着手する｡(No.79
一部再掲)
【医大】

・臨床研究中核病院の承認取得を目指し、６月に臨床研究中核病院申
請準備ワーキンググループを設置して組織整備を進めた。（平成31年
４月臨床研究推進機構発足）(No.37一部再掲)
・陽子線治療装置について、平成31年２月に厚生労働大臣承認、同３
月に医療法施設使用許可を取得し、保険診療及び先進医療の届出に
必要な先行治療事例10人に対し陽子線治療を開始した。（同４月１日
から保険診療及び先進医療開始）(No.46一部再掲)
・がん診療拠点病院及び小児がん拠点病院としての機能の充実強化
を図るため、がん対策加速化プロジェクトチーム会議において、がん対
策の各項目別に課題・対応等の検討を開始した。
・都道府県がん診療拠点病院及び小児がん拠点病院の指定を受け
た。（指定期間：平成31年4月～）
・がん診療棟工事に着工した。（No.79一部再掲）【医大】
　

Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

・京都府の政策医療の中核病院としての機能を担い､がん対策や肝疾患対策の推進など、国や府の医療政策と一体となった政策医療に取り組む。

第２期中期計画
【中期計画番号】

ア　先端的な基礎研究・臨床研究を推進し、その研究成果を診療に導入することにより、世界トップレベルの医療を府民に提供するとともに、患者の視点に立って、診療サービ
　　スを向上させる。
イ  患者や医療従事者のための安心で安全な診療環境や職場環境を確保し、感染防止対策や安全対策等を推進する。

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標
（3）政策医療の実施

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標を達成するための措置
（3）政策医療の実施に関する目標を達成するための措置

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標
（4）診療の充実・医療サービスの向上

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標を達成するための措置
（4）診療の充実・医療サービスの向上に関する目標を達成するための措置
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計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ア 基礎研究の臨床への橋渡しや再
生医療等の高度な医療を積極的
に推進する。　【102】

82

・細胞改変手段を用いた再生医療の臨床応用に
向けた研究開発を実施する｡
【医大】

・培養角膜内皮細胞を用いた水疱性角膜症に対する革新的再生医療
の早期薬事承認による社会還元の研究開発を実施した。（研究費実績
85,900千円）【医大】

Ⅲ Ⅲ

イ 病棟整備や地域医療連携の推進、
医療相談機能や病院広報機能等
の強化等を行うとともに、患者満足
度調査等により患者ニーズを把握
し、患者・診療サービスの向上を図
る。

＜数値目標＞
患者満足度　　 入院 　 外来
　附属病院　　　90％　　80％
　附属北部医療センター
　　　　　　　　　　90％　　80％
【103】

・病院ホームページの充実を図るほか､平成29年
度患者満足度調査の結果や､患者からの意見､
相談内容などを踏まえ､患者サービスの向上を図
る｡
＜数値目標＞
患者満足度　　　入院 　　外来
　附属病院　　　 90％　　 80％
　附属北部医療センター
　　　　　　　　 　　90％　　 80％
【医大】

［附属病院］
患者満足度　入院　85.1％
　　　　　       外来　76.7％
〇満足度調査結果で評価の低かった項目は以下の①～③のとおり
① 「食事」
栄養管理部の独自調査によると、献立、食器等「食事イメージ」に課題
あり。また、満足度調査では「普通」回答が43.3％もあったことから、こ
の層を「満足」回答に引上げる策の検討が必要。(→㉚は、朝食にカ
フェ風イメージを取り入れたほか、食器（角皿、カラー器）や盛付けを工
夫。老朽化した配膳車の半分（6台）を更新。週間献立表を写真付きに
して各病棟に掲示した。)
② 「病院の設備･環境」
病棟の経年劣化が進み、設備・環境が悪化している。特にトイレについ
ては「和式」「狭い」等の不満が多い。(→　トイレ修繕に併せて洋式化
等を個別に進めており、㉚は5箇所で洋式化を実施した。）
③ 「外来部門」での待ち時間
診療待ち、会計待ちが長時間になっていることで、患者にストレスを与
えている。（→ストレス軽減を図るため、これまでスマホを利用した患者
呼び出しシステムの周知や会計窓口スタッフの入替えなど臨機応変な
シフト体制の実施を行ったが、他病院の事例も参考にしながら新たな
策を検討する。）

入院及び外来の患者満
足度については、診療
を行いながらの設備の
改修工事が困難である
中で、医科大学附属病
院ではそれぞれ85.1％
（計画：90％以上）、
76.7％（計画：80％以
上）、附属北部医療セン
ターではそれぞれ
86.2％（計画：90％以
上）、80.8％（計画：80％
以上）と概ね計画の数
値目標を達成している。

［北部医療センター］
　患者満足度  入院  86.2％
                   外来  80.8％
〇㉚は、外来トイレ改修（洋式化）、総室用椅子の更新（１４０台）、老朽
化ベッドの計画的更新（１９台）及びホームページ「診療科の案内」更新
を行ったほか、新採職員接遇研修を実施した。また、患者サポート会
議を毎週開催して患者・家族等意見を検討、トイレ内荷物掛け用フック
の設置等可能な改善について実施した。
〇満足度調査結果では、職員の応対に未だ不満がみられるため、接
遇研修継続等により、患者サービスの向上に努める。トイレ改修につ
いては、今後も計画的に改修を行う。【医大】

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】
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計画
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計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

ウ 感染防止対策や安全対策等を推
進するため、啓発・研修の強化や
医療従事者のリスクマネジメント意
識の向上を図るとともに、診療機器
管理体制等の充実・強化を図る。
【104】

84

・職員の医療安全管理や感染防止対策に係る研
修会を､全職員及び委託業者職員を対象として実
施する｡【医大】

・職員の医療安全管理や感染防止対策に係る研修会を開催した。
<感染防止対策研修>
〇内容：血管内留置カテーテル関連血流感染、血液培養、黄色ブドウ
球菌、抗菌薬、インフルエンザ等
〇研修会実施回数：14回　・延べ出席者数4,428人
〇職員１人当たりの出席回数：2.39回
<医療安全管理対策>
〇内容：診療記録記載指針研修、医薬品安全対策に関する話題、院
内で急変した患者さんを助けるために 等
〇研修会実施回数：26回　・延べ出席者数4,523人
〇職員１人当たりの出席回数：2.45回【医大】

Ⅲ Ⅲ

エ 総合情報センターの機能強化を行
うとともに、個人情報を含む医療情
報の厳格な保護と適確な管理を行
う。　【105】

85

・電子カルテシステムによる医療情報の厳格な保
護を引き続き実施するとともに､利用者への研修
を実施する｡
・情報漏洩防止等に関する研修や注意喚起､情
報漏洩事例の紹介などセキュリティ対策を適宜行
う｡
・遠隔地バックアップなど災害に強い次期電子カ
ルテシステムの導入に着手する｡
・平成29年11月10日付｢京都府立医科大学附属
病院における管理運営の適正化について｣ 京都
府への回答に基づき､改善措置を講じ､再発防
止､府民の信頼回復に努める｡
【医大】

・電子カルテシステムによる医療情報の保護を継続するとともに、セ
キュリティ対策を含むシステムの操作研修を実施した(8回)。
・教職員向け情報セキュリティに関する研修会を開催（３月）し、知識習
得の機会を提供した。
・次期電子カルテシステムの開発契約を締結し、導入に着手した。
・「診療記録記載マニュアル」を改定して「診療記録記載指針」とし、研
修会を開催するなど周知徹底し、再発防止に努めた。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

第２期中期計画
【中期計画番号】

　附属病院長及び附属北部医療センター病院長を中心として、病院運営に関する経営目標の明確化、経営の効率化を一層推進し、収支バランスの改善を図り、安定的かつ効率・効果的な病院経
営を推進する。

項目別の状況

中期目標
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標
（5）運営体制の評価と健全な経営の推進

中期計画
第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標を達成するための措置
（5）運営体制の評価と健全な経営の推進に関する目標を達成するための措置
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年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

病院中期経営改善計画により経営
目標を明確化し、病院運営の自律
的な経営体制の確立を目指すとと
もに病床利用率の向上を図るな
ど、効果的かつ的確に対応する経
営管理を強化する。

＜数値目標＞
　病床利用率
　附属病院　　　　　　　　90％以上
　附属北部医療センター80％以上
【106】

・附属病院では､年度毎の数値目標を設定し､そ
の適切な進捗把握と改善指示により診療実績の
向上に取り組む｡また､病床運用の適正化や紹
介･逆紹介の推進等の新規患者数を増やすため
の取り組みを行い､病床利用率の向上に努める｡
＜数値目標＞　病床利用率85.5%以上

・北部医療センターでは､地域医療連携の一層の
強化により､引き続き新規入院患者数の増加に努
め､病床利用率の向上を図る｡
＜数値目標＞　病床利用率80.0%以上
【医大】

［附属病院］
　病床利用率　84.9%
・今年度の数値目標を設定し、各診療科等とのヒアリングや、数値目標
の進捗管理により、診療実績の向上に取り組んだ。（前年度比：11億7
百万円の増収）
・7月に救急の金曜日夜間のオープンを実施し、また、地域医療連携を
推進するなど、新規入院患者の増加（前年度648人増）、病床利用率の
向上に取組んだ。
・病床利用率は、上半期終了時点では86.3％であったが、12月のイン
フルエンザのアウトブレイク（12月：82.9％）、1月に発覚した麻疹の影響
（1月：75.7％）により、大幅に利用率が落ち込み、数値目標に届かな
かった。
・今後も、次の方策により病床利用率の更なる向上を目指し、目標達
成に努める。
①重症度を考慮しながら、疾患別の全国平均入院期間を意識し、平均
在院日数を適正化する。
②救急の拡大に伴うベットの確保を行い、診療科毎の目安ベット数を
必要に応じて再配分する。
③長期的には、手術室増室に伴い、手術件数を増やすことで、重症度
を満たしながら病床利用率を向上させることも検討（その場合、術後の
重症患者を看護できる病床（観察室）のハード整備もあわせて必要）。

［北部医療センター］
　病床利用率 77.4%
・かかりつけ医との連携会議や在宅サービス関係者との連携会議等開
催し、病床利用率の向上に努めた結果、新規入院患者数は増加した。
一方で循環器内科（心疾患）患者数が減少したことや眼科、耳鼻咽喉
科等の在院日数が短い患者が増加したこと、腹腔鏡下での外科手術
が増えたことから平均在院日数が下がった結果、数値目標を若干下回
ることとなった。上記取組を継続して行うことにより、引き続き病床利用
率の向上に努める。
【医大】

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

病床利用率において、
地域医療連携の推進に
努めた結果、医科大学
附属病院では84.9％
（計画：85.5％以上）、附
属北部医療センターで
は77.4％（計画：80.0％
以上）となっており、概
ね計画の数値目標を達
成している。

Ⅱ86
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中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) 理事長と学長のリーダーシップを
効果的に発揮するため、定期的な
調整会議を開催するなど、意思疎
通を緊密化し、迅速な意思決定プ
ロセスと機動力のある組織体制を
整備する。　【107】

87

・理事長と学長のリーダーシップを効果的に発揮
するため､理事長､両学長､法人事務総長で構成
する法人経営戦略会議を定期的に開催し､意思
疎通の緊密化､意思決定の迅速化を図る｡
【共通】
・少子化､国際化､ＡＩやＩＯＴの進展など社会経済
の変化を見据えた､府立大学の将来構想につい
て､基礎データを収集･分析し基本案を取りまとめ
る｡【府大】

・理事長と両学長、事務総長による法人経営戦略会議を定期的に開催
し、今後の課題と取組みについて協議、情報共有を図った。（7/19、
8/31、9/21、11/6、11/28、12/26、1/21、2/27）
【共通】

・将来構想の検討チームにより基礎データの収集・分析を行い、基本
構想委員会を２回開催し、将来構想の基本案を取りまとめた。更に、今
後の検討・作業課題、スケジュールを決定した。【府大】

Ⅲ Ⅲ

理事長と両学長、事務
総長による法人経営戦
略会議を定期的に開催
し、喫緊の課題や今後
の取組みについて協議
を行うとともに、法人本
部・大学事務局会議や
法人・大学の管理職会
議を適宜開催し、意思
疎通の緊密化を図るな
ど、理事長と学長のリー
ダーシップを効果的に
発揮する取組を行って
いる。

(２) 法人・大学の各部門の権限及び責
任の明確化や、法人・大学の各組
織間の連携強化により、法人・大
学の重要課題に的確かつ機動的
に対応できるような、迅速な意思決
定と機動力のある組織体制を構築
する。　【108】 88

・法人･大学の重要課題に的確かつ機動的に対
応できるよう､迅速な意思決定と機動力のある組
織運営を推進する｡
【共通】
・病院運営に必要な指導力を発揮するため､診療
従事許可及び診療部科長の任免の見直しなど一
定の人事権限等を有することを明確にし､病院長
のガバナンスを強化する｡
【医大】

・理事長と学長が集中的に意見交換・協議を行うため、経営戦略会議
を定期開催した。また、法人及び大学の課題について協議するため、
法人管理職会議についても定期開催した。【共通】
・医科大学では、創薬センター準備委員会、臨床研究中核病院申請準
備ワーキンググループを設置し、重要課題に対し、機動的な対応に努
めた。
・適切な病院運営を行うため、学長権限の一部を病院長権限として明
確にした。
・京都府立医科大学附属病院規程を制定し、診療方針、医療施設に関
する諸報告、診療費及び診療内容に関する各種諸証明の発行、専攻
医の専門研修に係る許可、研修医の研修に係る許可等の病院長権限
を明確化した。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

(３) 理事会、経営審議会、教育研究評
議会において、外部有識者の意見
等を法人運営や教育研究活動に
的確に反映するための機能強化を
図り、戦略的かつ機能的な法人・
大学運営を行う。　【109】

89

・理事会理事･経営審議会委員の意見を的確に
反映する制度構築に取り組む｡
【共通】

・平成30年度理事会における各理事・監事からの意見を集約し、それ
に対する対応状況を令和元年度第1回理事会等で報告を行うなど
PDCAサイクルを確立した。
【共通】 Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

(1)  理事長と学長のリーダーシップによるマネジメント体制により、 戦略的かつ中長期的な法人・大学の運営に取り組むとともに、法人運営の自立性の向上を図るために、
　　 法人のガバナンス機能を強化する。
(2)  法人・大学の各部門の権限及び責任を明確にし、法人・大学の各組織間の連携を強化することにより、迅速な意思決定と機動力のある組織体制を構築する。
(3)　外部有識者等の参画を得て、理事会、経営審議会、教育研究評議会等の諸組織の機能を強化し、戦略的かつ機能的な組織運営を行う。

項目別の状況

中期目標
第３ 業務運営の改善等に関する事項

１ 業務運営に関する目標

中期計画
第３ 業務運営の改善等に関する事項

１ 業務運営に関する目標を達成するための措置

－46－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) 特任教員、客員教員制度などを活
用し、優れた学識、経験等を有す
る人材を確保するとともに、教員業
績評価制度について、実態に即し
た制度となるよう適宜見直しを行
い、多様な実績が適正に評価され
るよう運用する。　【110】

・障害者雇用促進法に従い､障害者雇用を推進
する｡【共通】

・各所属の業務補助員や大学部門の清掃要員など、障害者の雇用を
推進し、法定雇用率を達成した。
・障害者雇用率：2.68% (法定雇用率2.5%)
　雇用者数：2,142人、障害者数:57.5人（いずれも換算後）
 （平成31年1月1日時点）【共通】

・法人･附属病院･北部医療センターの人事交流
を進め､組織の活性化､人材育成を図る｡【医大】

・附属病院・北部医療センター相互間の配置換えにより人事交流を進
めた。（薬剤師2名、看護師2名）【医大】

(３) 男女共同参画、ワークライフバラン
スについての啓発を行うとともに、
労働環境の向上を図るため、男女
ともに安心して勤務を継続できる体
制を充実する。　【112】

91

・｢一般事業主行動計画｣に基づき､女性が活躍で
きる職場づくりを進める｡【共通】
・学内保育所延長保育時間の拡大､病児保育室
委託化を実施する｡また､京都市から要望が寄せ
られている病児保育事業の地域開放について､
実施に向けた検討を行う｡【共通】
・ライフイベント中の研究者の支援と教職員の交
流会の開催､教職員を対象にしたハラスメント研
修を引き続き実施し､働きやすい職場環境づくり
を推進する｡【府大】
・各学部･研究科で策定したアクションプランを踏
まえ､女性研究者の採用拡大などに努める｡
【府大】

・「みんなで取り組む働き方改革」と題し、講演会・パネルディスカッショ
ンを実施した（３月、43名参加）。【医大】
・学内保育所は、火・金曜日の延長保育時間の拡大を行った。
・病児保育では、12月から地域（市民）開放を実施した（利用者計８
名）。【共通】
・研究支援員制度によるライフイベント中の研究者への支援や男女と
もに参加できる子育て交流会、子育て制度説明会の開催、ハラスメント
研修の実施等により、働きやすい職場環境づくりを推進した。
・教員の公募要件に男女共同参画の取組推進について記載するな
ど、女性の採用・登用促進の取組を実施した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

(1)  大学等の教育、研究及び医療の質を向上させるため、優秀な若手教員や教育研究の質の向上に必要な人材を確保・育成するとともに、多様な実績が適正に評価され、
　　処遇に反映されるよう、業績評価システムを運用する。
(2)  法人のメリットを活かした、勤務形態、給与形態等、柔軟性に富んだ人事制度を運用し、多様で優秀な人材の確保や効果的な人員配置を行う。
(3)　男女共同参画及びワークライフバランスの推進など、労働環境の向上を図る。
(4)　能力開発や人材育成制度の充実を通して、高度な専門知識及び創造力を持つ教職員を育成する。

90 Ⅲ

(２) 雇用形態、勤務形態、給与形態
等、柔軟性に富んだ人事制度の運
用や、専門的な知識・技術の蓄積・
継承が必要な業務分野における職
員のプロパー化など、業務の必要
性に応じた有為な人材の確保や配
置を行う。　【111】

Ⅲ

項目別の状況

中期目標
第３ 業務運営の改善等に関する事項

２ 人事管理に関する目標

中期計画
第３ 業務運営の改善等に関する事項

２ 人事管理に関する目標を達成するための措置

－47－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(４) 高度な専門知識や創造性に富む
職員を育成するため、府が行う研
修等の活用や、ＳＤ（スタッフ・デベ
ロップメント）活動を積極的に行う。
※SD：大学職員の教育能力、資質
の向上のための組織的な取組
【113】

92

・京都府や公立大学協会等が行う各種研修へ職
員を派遣し､大学職員としてのスキルアップを図
る｡【共通】
・若手職員等を中心に結成されたプロジェクト
チームの取組を支援し､教職員による自主的な研
修･自己啓発活動を推進する｡【府大】

・京都府主催の研修をはじめ、公立大学協会主催の研修・セミナー等
に職員を派遣した。
・新規採用・転入の職員を対象に研修を実施した。（医大：52名、府大：
35名）【共通】
・ＫＰＵ学びプロジェクトチームの若手職員や若手教員を将来構想の検
討チームに参加させるなど、教職協働や自己啓発活動を推進した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) 様々な状況の変化等に対しても的
確かつ効果的に対応できる組織運
営が行えるよう、適時適切に事務
組織の体制見直しを行う。　【114】 93

・事務事業や制度の変化等に対応できるよう適宜
適切に事務組織の体制見直し等を行う｡
【共通】

・創薬センター準備委員会（4月）、臨床研究中核病院申請準備ワーキ
ンググループ（6月）を設置し、重要課題に対し、機動的な対応に努め
た。
・適切な病院運営を行うため、学長権限の一部を病院長権限として明
確にした。（Ｎｏ．88一部再掲）【医大】
・電気・電子工学技士の配置やデータ収集・整理のためのＩＲマネー
ジャーを増員した。【府大】

Ⅲ Ⅲ

(２) 情報基盤整備を計画的に行うこと
により、事務作業の迅速化、効率
化を図るとともに、複数の所属にお
いて実施されている同種の業務の
集約、一元化を図り、事務処理を
的確・効率的に進める。　【115】

94

・情報基盤を支える学内ＬＡＮのセキュリティ対策
を行うとともに､情報共有や業務の効率化につな
がる学術認証フェデレーションへの参加維持のた
め､適切なアカウント管理を実施する｡【医大】

・ウィルス対策、情報漏洩防止等のため、スパムメール･Webフィルタリ
ング対策などのセキュリティ対策として、利用期間満了のファイアー
ウォール機器を更新した。【医大】

Ⅲ Ⅲ

(1)　１法人２大学の特性を最大限に活かし、共通する事務部門の見直し及び点検を行うなど、効率的な運営を行う。
(2)　情報通信技術の活用等による効果的な事務処理を推進し、効率的な法人運営を図るとともに、外部委託を一層導入するなど、徹底的な業務内容の見直し等を行い、業務
　　　の効率化・簡素化を進める。

第２期中期計画
【中期計画番号】

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第３ 業務運営の改善等に関する事項

３ 事務等の効率化に関する目標

中期計画
第３ 業務運営の改善等に関する事項

３ 事務等の効率化に関する目標を達成するための措置

－48－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) 授業料や病院使用料・手数料等に
ついて、公立大学法人の特性を考
慮しつつ、適正な受益者負担の観
点から、毎年妥当性の検証・見直
しを行うとともに、その確実な納入
に取り組む。　【116】

(２) ・科学技術振興機構(JST)の人的サポート支援
等､諸機関の支援を活用し､特許の権利化につい
てより積極的に取り組む｡【医大】

・科学技術振興機構（JST）の知財活用支援事業を活用し、特許の権
利化に取り組んだ。（４件申請、２件採択）
【医大】

・公開された特許等について､研究シーズ紹介
フォーラムや展示会等でのPRを積極的に行う｡
【府大】
(No.51再掲)

・イノベーション・ジャパン、京都府農林水産技術革新創出会議（KAFF-
techフォーラム）等のマッチングフェアに出展し、研究紹介やマッチング
活動を行った。【府大】
（No.51再掲）

(３) 地域連携センター（府立大学）や新
たに設置予定の研究開発・質管理
向上統合センター（医科大学）にお
いて、的確な研究支援を行い、研
究活動に係る信頼性を高め、外部
研究費を獲得する。
　＜数値目標＞
　各教員は科学研究費を含む外部
資金申請を年１件以上行う。
【118】

96

・科学研究費等の外部資金を獲得して行われる
臨床研究活動について信頼性を高めるための支
援を行う｡
＜数値目標＞
・各教員は科学研究費を含む外部資金申請を年
１件以上行う｡【共通】
・文科省科研費の応募時に係る研究計画書のよ
り適切な書き方について､科研費説明会等の機
会を活用して学内外の講師により指導を行う等
取り組みを行う｡【医大】

・臨床研究を実施する研究者に対して、進捗管理やデータマネージメン
ト等、業務データの信頼性等を確保するための支援を行った。
・利益相反委員会において、利益相反関係に関する適切な管理を行っ
た。【共通】
・科研費応募等により各教員の科学研究費を含む外部資金申請数値
目標を達成した。
378名中378名が申請。【医大】
146名中146名が申請。【府大】
・学内科研費説明会において、学内の講師により研究計画書の書き方
に係る指導を行うことによって、研究計画採択のための支援を行った。
【医大】

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

Ⅲ95

研究成果として創出された知的財
産の権利化、知的財産の技術移転
活動及び実用化を積極的に行う。
【再掲】　　【117】

(1)  授業料や病院使用料・手数料等については、府立の大学・病院としての役割や適正な受益者負担の観点からその妥当性を検証し、適宜見直しを行う。
(2)  研究の高度化等に対応するため、科学研究費等の外部研究資金の確保に取り組むとともに、知的財産等を活用した収入確保や産学公連携による共同研究等を推進
　　 する。

項目別の状況

中期目標
第４ 財務内容の改善に関する事項

１ 収入に関する目標

中期計画
第４ 財務内容の改善に関する事項

１ 収入に関する目標を達成するための措置

－49－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

監査法人の意見や会計指導も踏
まえ、財務状況の分析や管理経費
の見直し、運営費交付金等の予算
の重点的かつ効率的な経費配分
に努め、教育、研究、臨床の質の
向上を図りつつ、経費の抑制及び
効果的な執行を行う。　【119】

97

・財務及び会計業務について、適正な業務執行を
図るため、SD研修等を受講する。
【共通】

・財務室新規配属職員が公立大学協会実施の「公立大学法人会計セ
ミナー」を受講した。
・学内の新規配属職員研修において、財務等に関する講義を実施し
た。
【共通】
・新年度予算の執行管理に係る留意点について関係課に対する説明
会を実施した。【医大】

Ⅲ Ⅲ

財務状況の分析や管理経費の見直し、運営費交付金等の予算の重点的かつ効率的な執行に努め、経費の抑制及び効果的な執行を図る。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第４ 財務内容の改善に関する事項

２ 経費に関する目標

中期計画
第４ 財務内容の改善に関する事項

２ 経費に関する目標を達成するための措置

－50－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

法人資産（施設、設備等）の運用・
管理方針の明確化を行い、資産の
適正な管理及び有効活用を図ると
ともに、法律で認められた範囲内
で余裕資金等の効率的、効果的な
運用を行う。　【120】

98

・資産管理取扱基準に基づき､法人資産の適正な
貸付により法人資産の有効活用を図る｡
【共通】

・民間事業者による自動販売機設置の使用許可に当たり、随意契約
から入札へ移行を進めることで賃料収入の向上を図った。【共通】

Ⅲ Ⅲ

財務状況の分析や管理経費の見直し、運営費交付金等の予算の重点的かつ効率的な執行に努め、経費の抑制及び効果的な執行を図る。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第４ 財務内容の改善に関する事項

３ 資産運用に関する目標

中期計画
第４ 財務内容の改善に関する事項

３ 資産運用に関する目標を達成するための措置

－51－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

認証評価機関の指定する評価基
準による自己点検・評価を引き続
き実施し、課題や改善状況を明確
にするとともに、大学認証評価や
病院機能評価を受審する。　【121】

・附属病院では､平成29年度に実施した病院機能
評価に係る｢認定期間中の確認(書面)｣に対する
評価を踏まえた業務の改善を各部署で進める｡
・平成29年度に認定を受けた医学教育分野別評
価に基づき､試験時期等の適正化などカリキュラ
ムの改善､早期臨床体験実習の充実､学生ポート
フォリオの導入に向けた検討など更なる改善を進
める｡(No.25再掲)
・平成29年度に受審した大学認証評価結果にお
ける指摘事項等を踏まえ､適宜､必要な改善に努
める｡【医大】

・病院機能評価に係る｢認定期間中の確認(書面)｣に対する評価を踏ま
えた業務の改善を各部署で進めた。投薬・注射の確実・安全な実施の
ための見直しや災害時の飲料水の備蓄を計画的に実施した。

・医学教育分野別評価に基づき、医学科カリキュラムの適正化に向け
て、教養教育と専門基礎科目の垂直統合化検討（31年度実施を決
定）、早期体験実習の新規実施、学生ポートフォリオの導入に向けた
検討など改善を進めた。(No.25再掲)

・大学認証評価における指摘事項については、不服申し立て制度を制
定するなど必要な改善を行った。
【医大】

・平成28年度に受審した大学認証評価結果にお
ける指摘事項等を踏まえ､適宜､必要な改善に努
める｡【府大】

・無線ＬＡＮが利用できない箇所があるとの指摘を踏まえ、新たに大学
会館に無線ＬＡＮアクセスポイントを設置（７月）した。
【府大】

ⅢⅢ99

第２期中期計画
【中期計画番号】

　教育研究活動や業務運営等について、自己点検・評価を実施するとともに、 京都府公立大学法人評価委員会や認証評価機関等の第三者評価を受け、課題や改善状況を明確にする。

項目別の状況

中期目標
第５ 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項

１ 自己点検・評価に関する目標

中期計画
第５ 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置

－52－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

内部監査等の自己点検・評価や第
三者評価の結果を踏まえ、年度計
画で改善に取り組むなど、教育研
究活動及び法人・大学の運営改善
に反映させる。また、年度計画の
達成状況をホームページ等で迅速
かつ積極的に公表する。　【122】

100

・公立大学法人評価委員会で取組が遅れている
とされた項目の改善状況をホームページ等で公
表する｡【共通】

・年度末における改善状況をホームページにおいて公表した。
【共通】

Ⅲ Ⅲ

監事監査や内部監査などの自己点検・評価や、第三者評価の結果を教育研究活動及び法人運営の改善に反映させ、中期計画の目標達成に向けて取り組み、その内容を迅速かつ積極的に公表
する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第５ 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項

２ 評価結果の業務運営への反映及び公表に関する目標

中期計画
第５ 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項

２ 評価結果の業務運営への反映及び公表に関する目標を達成するための措置

－53－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) 附属病院においては、府が策定し
た「京都府立医科大学附属病院整
備計画」（平成25年度アクションプ
ラン）に基づき、治療環境の維持
や、経営見通し等を検討の上、老
朽化した中央診療棟・病棟を改修
し、手術室・集中治療室の拡充や
最先端の放射線治療機器等の設
置等、高度な医療に対応できる整
備や病室の4床化等の療養環境の
改善を進める。【医大】　【123】

101

・平成30年度中に陽子線治療を開始できるよう､
運営体制を整備する｡(No.46一部再掲)
・附属病院においては､手術待ち状態の改善を図
るため手術室を増室する｡(No.72一部再掲)【医
大】

・陽子線治療装置について、平成31年２月に厚生労働大臣承認、同３
月に医療法施設使用許可を取得し、保険診療及び先進医療の届出に
必要な先行治療事例10人に対し陽子線治療を開始した。(No.46一部
再掲)
・手術待ち解消のため、手術室２室の増室工事を実施した。（工事完
成：令和元年５月予定）
・北病棟（精神病棟）については、病棟移転先であるＤ３病棟の整備・
移転（９月）の後、解体を行った。（12月完了）
(No.72一部再掲)
【医大】

Ⅲ Ⅲ

(２) 附属北部医療センターにおいて
は、高度・専門医療の充実、病室
や外来診察室等診療環境の改善、
災害拠点病院等として必要とされ
る施設整備を進め、一層の機能強
化を図る。【医大】　【124】

102

・附属北部医療センターにおいては､がんの診断
から治療までを一体的に実施する､北部地域で初
となる｢がん診療棟｣の本工事に着手する｡(No.79
一部再掲)
・電子カルテシステムを中心とした院内ネットワー
クの強化により､高度･専門医療の充実や地域連
携の推進につながる次期システムの導入に着手
する｡【医大】

・がん診療棟工事に着工した。（１月）（No.79一部再掲）

・次期電子カルテシステム導入に着手した（令和元年５月更新予定）。
災害対策として、電子カルテシステムのサーバーを府立医科大学附属
病院と相互設置予定（令和元年５月に北部医療センターのサーバーを
府立医科大学附属病院に設置予定）。【医大】

Ⅲ Ⅲ

(1)  京都府の基幹病院として、高度で安全な医療や安心で快適な診療環境を提供することができるよう、附属病院や附属北部医療センターの機能強化及び計画的な施設の
　　整備・改修を進める。
(2)　府民に開かれたキャンパスとなるよう、府民の有効利用を促進するとともに、教育研究機能の強化のため、精華キャンパス・附属農場を含めた必要な施設の整備・改修
　　を進める。
(3)　施設・設備の定期的な点検・評価を行い、中・長期的な視点で必要な整備を検討し、適正な維持管理や計画的な整備・改修を進める。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第６ その他運営に関する重要事項

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

中期計画
第６ その他運営に関する重要事項

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

－54－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

（３）教育機能の強化のため、府が策定
した「京都府立大学整備プラン」
（平成25年度アクションプラン）に基
づき、精華キャンパスへの機能移
転を含め、北山文化環境整備ゾー
ンにふさわしい開かれたキャンパ
スとなるよう施設・設備の整備や活
用を進める。さらに、府立総合資料
館、府立植物園等周辺施設全体の
交流を促進する。【府大】　【125】

103

・和食文化学科のH31年度開設に向けて庁舎の
改修を行うとともに､老朽化が進む既存施設の改
修や耐震化等の整備について京都府に予算措
置を働きかける｡
・新入生ガイダンスで｢北山文化環境ゾーン｣の魅
力を紹介するとともに､府立植物園をフィールドと
した教養教育共同化授業や京都学･歴彩館所蔵
資料を活用した｢京都学･歴彩館ゼミ｣を同館で実
施する｡
・北山文化環境ゾーン交流連携会議の取組を中
心に､京都学･歴彩館や植物園との交流を推進す
る｡【府大】

・和食文化学科の開設に向けて、旧附属図書館棟を改修し、７号館とし
て整備した。また、ＩＳ値の最も低い第１体育館の耐震化工事のための
予算要求を行い、施設整備構想検討費が予算措置された。
・新入生ガイダンスで「北山文化環境ゾーン」の魅力を紹介した。また、
教養教育共同化科目として、府立植物園をフィールドとした科目や京
都学・歴彩館所蔵資料を活用した「京都学・歴彩館ゼミ」を実施した。
・京都地域未来創造センターの学生部会がコミュニティラジオやフェイ
スブックにより、北山文化環境ゾーン交流連携会議の取組を中心に、
京都学・歴彩館や植物園の情報発信を行っている。【府大】

Ⅲ Ⅲ

・河原町･広小路キャンパスでは､施設の機能維
持を図るため老朽化した施設や設備など整備箇
所を定め必要な整備等を実施する｡【医大】

・老朽化した北病棟（精神病棟）の解体を行ったほか、基礎医学学舎直
流電源装置及び非常用発電機用蓄電池更新工事、基礎医学学舎パッ
ケージエアコン更新工事（以上、大学）、冷温水発生機更新工事、昇降
機設備耐震改修工事、ボイラー給水ポンプ更新工事（以上、附属病
院）等の修繕工事等を実施した。【医大】

・老朽化が著しい給排水･空調設備などについて
優先度･緊急度に応じて必要な修繕を行うなど､
安全なキャンパス環境を維持する｡【府大】

・３号館等の排水設備や本館の空調設備などの修繕を行い、安全な
キャンパス環境の維持を図った。
・台風21号による倒木やフェンス倒壊の被害に対し、危険性の高いも
のから順次、撤去・復旧等の処置を施した。
【府大】

中
期
目
標

Ⅲ104

第２期中期計画
【中期計画番号】

Ⅲ

(1)  緊急時に迅速かつ的確に対応することができるよう、危機管理体制を強化するとともに、防災・減災対策を推進する。
(2)　災害時に大学の資源を地域に還元できるよう、地域や関係機関との連携を強化する。
(3)　安心で安全な教育・職場環境を確保するため、労働災害等の防止や安全衛生管理体制の強化及び安全教育の推進を図る。

(４) 施設の耐震化対策、狭隘化・老朽
化の解消を推進し、安心・安全な
キャンパス環境を創出するため、
計画的な整備を行う。　【126】

項目別の状況

中期目標
第６ その他運営に関する重要事項

２ 安全管理・危機管理に関する目標

中期計画
第６ その他運営に関する重要事項

２ 安全管理・危機管理に関する目標を達成するための措置

－55－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) ・地元消防署等と連携し､実践的な防災訓練等を
実施する｡
【共通】

・防災(消防･避難)訓練の実施(年２回)､防火講習
会などを実施するとともに､京都府･市の総合防災
訓練等へ参加する｡【医大】

・消防・防災訓練等を実施した。
　 11月　消防避難訓練（永守記念最先端がん治療研究センター）
　 12月　医大災害対策本部訓練
　　3月  防火・防災講習会
・また、日本DMAT養成研修（兵庫）、京都DMAT養成研修（京都）、政
府大規模地震等医療活動訓練（四国）、政府原子力総合防災訓練 (福
知山)、近畿地方ＤＭＡＴブロック訓練（京都府内）、京都市一斉防災行
動訓練（シェイクアウト訓練）（京都市内）等の訓練、研修に参加した。
【医大】
・下鴨キャンパスでは、12月に地元消防署と連携し、教職員や学生参
加による実践的な防災（消防・避難）訓練を実施した。また、文学部で
は、９月に京都学・歴彩館と連携し、防災（消防・避難）訓練を実施し
た。
・精華キャンパスでは12月に精華町消防本部と連携し、隣接する生物
資源研究センターと合同で、教職員・学生が参加する消防・避難訓練
及びＡＥＤ操作訓練を実施した。【府大】

医科大学及び府立大学
においては地元消防署
と連携し、消防・防災訓
練などを実施するととも
に、附属病院及び北部
医療センターでは、ＤＭ
ＡＴ養成研修等に参加
するなど、災害発生時
や緊急時の対応力向上
に努めている。

・防災計画について､災害拠点病院指定要件の
一部改正(Ｈ29.3.31厚労省通知)により整備が必
要となった業務継続計画(ＢＣＰ)も含めた内容に
見直しを行う｡また､学内一時避難場所の指定を
行う｡  【医大】

・京都府立医科大学防災計画（BCP）を３月に策定し、学内一時避難場
所の指定を行った。
【医大】

・北部医療センターにおいては､災害拠点病院と
しての役割が果たせるよう､丹後医療圏関係機関
と連携して､災害発生時の対応訓練､研修等を合
同実施する｡【医大】

・丹後医療圏関係機関と連携して、以下の訓練、研修を実施した。
新型インフルエンザ広域訓練（10/3）
災害時の初動体制確保のための院内災害対応訓練（10/19）
【医大】

・大学生協と締結した飲料水確保等の協定に加
え､災害時に店舗で保有する物資の優先的な供
給について協議･調整を行う｡【府大】

・飲料水確保等の協定に加え､災害時には大学生協店舗で保有する
物資を優先的に本学へ供給する変更協定を締結した。【府大】

(３) 安全衛生管理委員会の取組を全
学的に周知する等により教職員及
び学生の安全衛生意識の向上を
図るとともに、万一、事故等が発生
した場合に迅速に対応ができるよ
う安全衛生管理体制を強化する。
【129】

107

・安全衛生委員会の実施状況をホームページで
公開するとともに､安全衛生委員会による職場巡
視を実施する｡
【共通】

・安全衛生委員会の結果をホームページに掲載した。
・職場巡視については6所属（脳神経センター外来、附属図書館、中央
監視室、解剖処置室、ボイラー室、永守記念最先端がん治療研究セン
ター）で実施した。
【医大】
・安全衛生委員会の開催結果を大学ホームページに掲載するととも
に、精華キャンパスの職場巡視を実施した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

緊急時に迅速かつ的確に対応する
ことができるよう、学生や教職員へ
の啓発活動の実施、地域住民や関
係機関との連携強化等により、危
機管理体制の充実・強化を図ると
ともに、防災・減災対策を推進し、
防災計画にもとづく訓練を通して、
災害時や緊急時の対応力の向上
を図る。　【127】

災害拠点病院（北部医療セン
ター）、広域避難場所（府立大学グ
ラウンド）としての役割を果たすとと
もに、災害時に大学の人的・物的
資源を十分に生かせるよう、地域
や関係機関との連携を強化する。
【128】

(２)

105

106 Ⅲ

Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

－56－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

教職員・学生等への省エネルギー
の啓発等を行い、延床面積あたり
のエネルギー消費量及び温暖化
効果ガス排出量の削減を図るとと
もに、節電の取組等を通じて、環境
に配慮した法人運営を行う。
【130】

108

・エネルギー原単位あたりの消費量及び温暖化
効果ガス排出量を可能な限り抑制するとともに､
空調､照明等を中心とした節電対策､業務の見直
し等による総労働時間の縮減などの省エネル
ギー対策に取り組むよう教職員に定期的に通知
し､省エネルギーに対する意識啓発を行う｡【共
通】

・各大学教職員に対し夏季（5月～10月）及び冬季（12月～3月）におけ
る省エネ・節電対策の取組みについて周知・意識啓発を行い、エネル
ギー消費量の抑制と温室効果ガス排出量の低減に努めた。
【共通】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

　地球温暖化対策、省エネ対策、適切な廃棄物処理等、環境に配慮した運営を行うとともに、環境問題に対する教職員・学生の意識啓発を行う。

項目別の状況

中期目標
第６ その他運営に関する重要事項

３ 環境への配慮に関する目標

中期計画
第６ その他運営に関する重要事項

３ 環境への配慮に関する目標を達成するための措置

－57－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

基本的人権の尊重や人権意識の
向上を図るとともに、ハラスメント等
の人権侵害の防止に取り組み、教
職員・学生に対する相談、研修及
び啓発活動等を充実していく。
【131】

109

・全教職員及び学生の人権に対する意識を向上
させるため､研修や授業を通して人権啓発(教育)
を行う｡【共通】

・人権啓発研修を実施した。
（全教職員対象）医大8回、北部医療センター3回（うちテレビ会議シス
テムでの中継2回）12月
（新規看護職員・研修医対象）人権研修　４月
（医学科新入生への人権教育）計８回　４月～１月
（看護学科新入生対象）人権論講義　計14回　４月～７月
【医大】
・「現代社会と人権」、「こどもの貧困と人権」をテーマとして人権研修を
実施した。（計2回）
・「人権論Ⅰ､Ⅱ」（2回生配当・選択科目）及び三大学共同化科目「現代
社会とジェンター」（1回生配当・選択科目）を開講した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

　　基本的人権の尊重や人権意識の向上を図るため、教職員・学生に対する研修及び啓発活動を行う。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第６ その他運営に関する重要事項

４ 人権に関する目標

中期計画
第６ その他運営に関する重要事項

４ 人権に関する目標を達成するための措置

－58－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) ・学術機関リポジトリを利用して､学位論文､学内
紀要等を公開し､発信コンテンツをさらに充実させ
る｡
(No.45一部再掲)【共通】

・医科大学機関リポジトリ橘井に平成29年度分の医学研究科博士論文
要旨、同審査要旨、教養教育紀要、看護学科紀要及び看護研究論文
を公開した。【医大】
・学術機関リポジトリにより、学内紀要、学位論文を公開し、特に、学内
紀要が過去最高の掲載数となるなど、内容を充実させた。【府大】
（No.45一部再掲）

・ホームページ等を活用し､教育･研究･医療活動
や法人の運営情報等の積極的かつ計画的な情
報発信を行う｡【医大】

・研究活動の成果について、記者発表、ホームページ掲載などにより
幅広く情報発信した。（No.45一部再掲）
・ＦＭ京都『Kyoto medical talk』（毎週火曜日）において、教員自らが府
立医大の取組や、季節の健康関連、最先端の医学研究などの情報の
発信を行った。（52回実施）
（No.54一部再掲）【医大】

・京都の地域創生に関連する図書等について企
画展示を行うなど､府民向けの情報発信を強化す
る｡(No.23一部再掲)
・耐用年数を経過した情報機器の更新等により教
育環境の整備･改善を進める｡(No.22再掲)
・ホームページに行事の報告等ニュース関連の
記事を年間50件以上掲載するとともに､大学記者
クラブへの情報提供を年間36件以上行う｡
【府大】

・京都学・歴彩館と連携し、10月開催の「地域貢献型特別研究（ＡＣＴ
Ｒ）パネル展示」において、７つの研究テーマに関連した図書等の展示
及び冊子配布等を行った。（No.23一部再掲）
・耐用年数を経過したファイルサーバの更新を行った。（No.22再掲）
・ホームページに行事の報告等ニュース関連の記事108件掲載、大学
記者クラブ等への情報提供36件と取組を実施した。
【府大】

Ⅲ

(1)  教育研究活動や法人運営の透明性を確保し、説明責任を果たすため、教育・研究・医療活動や経営の状況等について、情報公開を積極的に行う。
(2)  戦略的な広報を展開し、広く社会に周知することにより、教育・研究の成果等の社会還元に努め、府民のための大学としての存在意義を高める。
(3)  京都府情報公開条例及び京都府個人情報保護条例に基づき、個人情報等の適切な管理を行うとともに、情報のセキュリティ対策を充実・強化する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

110 Ⅲ

教職員に学術情報の安心・安全な
利用環境を提供するため、計画的
に情報基盤を整備するとともに、
ホームページ等を活用し、教育・研
究・医療活動や法人の運営情報等
の積極的な情報公開を行う。
【132】

項目別の状況

中期目標
第６ その他運営に関する重要事項

５ 情報発信・情報管理に関する目標

中期計画
第６ その他運営に関する重要事項

５ 情報発信及び情報管理に関する目標を達成するための措置

－59－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

・多様な広報媒体による大学･病院のPRのため､
デジタルサイネージによる情報発信やより充実し
た広報誌の発行に取り組む｡
・研究成果のプレスリリース手法等､研究者向け
の情報発信に関する研修会を開催する｡
【医大】

・大学広報誌（9月、2月発行）、FM京都ラジオ放送（52回）、プレスリ
リース、病院デジタルサイネージ（15コンテンツ）など、多様な媒体によ
り大学・病院の情報発信に努めた。
・広報実務ワーキング（11月）、ホームページに関する説明会（1月、3
月）において、情報発信に関する研修を実施した。
【医大】

・大学の研究･教育活動などを地域社会に広く効
果的に発信するため､広報計画を策定し､戦略的
な広報活動を実施していく｡【府大】

・戦略的な広報活動の実施のため、広報誌等の対象者及び内容、媒
体毎の発信時期などを精査し、戦略的広報計画を策定した。
【府大】

・教職員等から収集したマイナンバーについて､
行政手続きにおける特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律(マイナンバー法)
に基づき適正に管理する｡【共通】

・教職員等から収集したマイナンバーについて、法に基づき適正な管
理を行った。
【共通】

・電子カルテシステムの利用や診療情報管理等
に関する研修を実施するなどセキュリティ対策を
適宜行う｡【医大】

・電子カルテシステムの利用者に対して、セキュリティ対策を含むシス
テム操作研修を実施した（8回）。
・情報漏洩防止に関して、必要に応じて、具体的な事例等を示し、臨床
部長会や診療科長会議を通じて注意喚起を行った。【医大】

・サポート切れに伴うソフト更新等の指導強化を
図る｡【府大】
・教職員等に対して､情報管理等に関する研修を
実施するなどセキュリティ対策を推進するととも
に､学生には､ガイダンスと新入生ゼミナールで情
報リテラシー教育を行う｡【府大】

・７月のMac OS Ⅹ 10.10のサポート終了をメールで学内利用者に周
知・指導し、ＯＳの更新等を促した。【府大】
・教職員等を対象にした情報システム講習会を開催し、情報セキュリ
ティについて意識啓発を行うとともに、学生には、新入生ガイダンスや
外部講師を招聘した新入生ゼミナール導入セミナーで情報リテラシ-教
育を行った。
【府大】

Ⅲ

Ⅲ

111

大学の目指す方向性や特色を鮮
明にし、効果的な広報活動を展開
するための戦略的な広報計画を策
定し、多様な広報媒体を活用した
広報の展開により、教育・研究の
成果や医療活動の情報等を積極
的に社会に発信する。　【133】

京都府情報公開条例及び京都府
個人情報保護条例に基づき、学
生・患者情報等の個人情報等の適
切な管理を行うとともに、教職員の
情報リテラシー向上のための研修
の実施等、情報セキュリティ対策を
充実・強化する。　【134】

(３)

(２)

第２期中期計画
【中期計画番号】

Ⅲ

112 Ⅲ

－60－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(１) 法令や社会的規範に基づく適正な
法人運営を行うために、内部監査
の実施結果を公表し、透明化をさ
らに進めるなど、コンプライアンス
（法令遵守）推進等のための仕組・
取組を充実・強化する。　【135】

113

・内部監査の実施結果をホームページにより公表
する｡
・平成29年度に策定したコンプライアンス指針に
ついて､研修会やガイダンスなどの機会を通じて
教職員､学生へ相談体制の周知を徹底する｡
【共通】

・平成30年度の内部監査結果を法人理事会に報告後、ホームページ
にて公表した。
・コンプライアンス指針について、新規採用教職員全員への配付、学内
ホームページへの掲載、教授会等必要な都度の意識付けおよび学生
便覧への掲載等により周知を図った。【共通】

Ⅲ Ⅲ

医科大学附属病院にお
ける虚偽有印公文書偽
造・同行使容疑で家宅
捜索を受けるという事
案や、府立大学におけ
る大学院入試問題の出
題範囲漏洩事案など、
これまで発生した一連
の事案を踏まえ、法人
全体としてコンプライア
ンス推進の取組を行っ
ている。
今後も、引き続き適正
な大学運営が行われる
よう取組の充実・強化を
行っていくことが必要で
ある。

(1)  内部監査機能の強化、諸規程の充実、公益通報制度の周知によるコンプライアンス（法令遵守）や不正防止対策の強化を行い、法令に基づく適正な大学運営を行う。
(2)  大学に対する府民の期待や信頼が損なわれることのないよう、教職員・学生に対する研修や啓発等を通じて、法令や社会的規範の遵守を徹底し、倫理意識を向上させる。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第６ その他運営に関する重要事項

６ 法人倫理に関する目標

中期計画
第６ その他運営に関する重要事項

６ 法人倫理に関する目標を達成するための措置

－61－



年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

(２) 研究活動の不正防止、法令、社会
的規範、行動規範や法人が定める
関係規程（「京都府公立大学法人
コンプライアンス推進規程」「知的
財産ポリシー」「利益相反ポリシー」
「臨床研究利益相反指針」）等の遵
守を徹底するため、研修や倫理教
育の充実・強化を行い、大学の使
命や社会的責任を果たす法人運
営を行う。　【136】

114

・研究費の不正使用防止のため､公的研究費の
執行に関する説明､コンプライアンス教育､科研費
等を対象とした内部監査など不正防止対策を実
施する｡【共通】

・CITI Japan e-ラーニングの受講者管理を行うと
ともに､基礎研修及び応用研修に対応する研修
会を通年開催し､研究倫理教育研修制度(ポイン
ト制度)の運用を進める｡【医大】

・研究倫理に関する研修会の開催やｅラーニング
の活用により､教職員･学生等に対する研究倫理
研修･教育を徹底する｡
【府大】

・科研費等を対象とした内部監査を実施した。（11～12月）
【医大】

・科研費講習会において、コンプライアンス教育等として、研究費や研
究活動の不正防止に関する研修を実施した。
・科研費等を対象とした内部監査を実施した。（11月）
【府大】

・CITI Japan e-learningの必須受講コースの見直しを行い、最新教材に
よる再受講を実施した。
・CITI Japan e-learningについて教室毎の受講管理を開始した。この
データは受講率向上にむけて利用した。
・治験に携わる研究者向けに、CITI Japan e-learningの受講を実施した
（治験担当者コース：修了者324名）。
・倫理研修会の年度テーマを決め（㉚テーマは、志向倫理）、研究倫理
研修会を開催した。（開催件数：9回）
・夕方から開催する研修会では参加困難な研究者に配慮して、午後の
早い時間帯にも研修会を実施した。
（No.55一部再掲）

・教職員に対する研究倫理教育を、各所属において実施し、未受講者
についてはｅラーニングを実施した。
・学生等に対しては各学部・研究科のガイダンスにおいて研究倫理教
育を実施した。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

(３) 研究開発・質管理向上統合セン
ターを新設し、基礎研究から臨床
研究・実用化までの一貫した支援・
指導と研究倫理教育を重点的に実
施するとともに、モニタリング、デー
タ管理、監査を行うなど、医学研究
全般の科学性・倫理性を適正に担
保し、研究の質管理を一元的に行
う。【医大】【再掲】　【137】

115

臨床研究法の遵守を徹底するため､モニタリング
担当者向け研修会を継続して実施するとともに､
臨床研究を実施する上での疑問等について随時
受け付けられるような仕組みの構築を図る｡
(No.56再掲)【医大】

・臨床研究の実施に関する説明会において、モニタリングに関する注
意点等の研修を行った。
・臨床研究を実施する上での注意事項やモニタリングに関する手順書
について、大学ホームページに掲載した。
・次年度以降のモニタリング体制充実に向け、適切な人員採用を決定
した。
(No.56再掲)【医大】

Ⅲ Ⅲ

第２期中期計画
【中期計画番号】

－62－



中
期
目
標

年度
計画
番号

計画内容 計画の実施状況等
自己
評価

委員
会

評価
評価委員会コメント等

大学支援者を拡大するため、同窓
会組織等との連携・交流の取組強
化を進める。　【138】

116

・教育設備等の充実化など､教育環境の向上を図
るため､保護者､同窓生及び個人･企業からの寄
附金を募集するなど､大学支援者の拡大に努め
る｡【共通】

・京都府立医科大学150周年記念事業準備委員
会において､具体的な事業計画の検討と､必要な
寄附金の募集を進める｡
【医大】

・京都府の協力を得てふるさと納税制度を活用した大学への寄附金募
集を11月から開始した。
・卒業式や入学式における保護者に対するふるさと納税に係るパンフ
レット等配付や寄附金の募集案内を行った。
【共通】
・創立150周年記念事業準備・実行委員会において、記念事業の具体
的検討を進めるとともに、卒業生、保護者及び企業・個人等に広く寄附
金を募集した。150周年記念事業専用ホームページ立ち上げに向け、
内容の協議を行った。
　【医大】

Ⅲ Ⅲ

同窓会組織等との連携を強化するなど、幅広く大学への支援者を確保する。

第２期中期計画
【中期計画番号】

項目別の状況

中期目標
第６ その他運営に関する重要事項

７ 大学支援者等との連携強化に関する目標

中期計画
第６ その他運営に関する重要事項

７ 大学支援者等との連携強化に関する目標を達成するための措置
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収入

運営費交付金 9,017 9,017 0

自己収入 35,203 36,675 1,472

学生納付金 2,036 1,996 ▲ 40

附属病院収入 32,948 34,234 1,286

財産処分収入 6 6 0

雑収入 212 438 226 （注１） 　補助金の増加等により、予算額に比して226百万円の増となりました。

1,887 3,269 1,382 （注２） 　外部資金導入による収入の増等により、予算額に比して1,382百万円の増となりました。

長期借入金収入 2,888 2,613 ▲ 275 （注３）   次年度の繰越分発生により、予算額に比して275百万円の減となりました。

48,995 51,575 2,580

支出

業務費 42,977 45,471 2,494

教育経費 390 580 190 （注４） 　教育経費の増等により、予算に比して190百万円の増となりました。

研究経費 1,038 693 ▲ 345 （注５） 　受託研究費への振替等により、予算に比して345百万円の減となりました。

診療経費 16,708 19,293 2,585 （注６） 　附属病院収入の増に伴う医薬品及び医療材料費の増等により、予算額に比して2,585百万円の増となりました。

教育研究支援経費 161 296 135 （注７） 　研究者支援経費の増等により、予算に比して135百万円の増となりました。

一般管理費 607 731 124 （注８） 　大学運営経費の増等により、予算に比して124百万円の増となりました。

人件費 24,074 23,874 ▲ 200

財務費用 386 467 81 （注９） 　長期借入金の償還時期の確定等により、予算額に比して81百万円の増となりました。

施設整備費等 2,945 2,645 ▲ 300 （注10） 　病院整備費の一部を繰り越したこと等により、予算額に比して300百万円の減となりました。

1,885 2,727 842 （注11） 　受託研究等研究経費の増等により、予算額に比して842百万円の増となりました。

48,193 51,311 3,118

(注）金額は百万円未満を切り捨てて記載していますので、合計金額と一致しないことがあります。

差額
（決算－予算）

備　考

受託研究等収入及び寄附金収入

計

受託研究等研究経費及び寄附金事業費等

計

第７　その他の記載事項

　１　予算

平成30年度　決算報告書
京都府公立大学法人

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額
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費用の部 46,265 49,766 3,501
経常費用 46,265 49,674 3,409

業務費 44,721 47,643 2,922
教育経費 390 583 193
研究経費 1,726 989 ▲ 737
診療経費 16,693 19,068 2,375
教育研究支援経費 161 267 106
受託研究費等 821 1,694 873
役員人件費 21 20 ▲ 1
教員人件費 7,881 7,805 ▲ 76
職員人件費 16,171 16,408 237
一般管理経費 857 806 ▲ 51

財務費用 26 27 1
減価償却費 1,518 2,003 485

臨時損失 - 91 91
収益の部 46,265 49,154 2,889

経常収益 46,265 49,154 2,889
運営費交付金収益 9,001 8,972 ▲ 29
授業料収益 1,736 1,766 30
入学金収益 233 226 ▲ 7
検定料収益 54 51 ▲ 3
附属病院収益 32,477 33,705 1,228
受託研究等収益 828 2,211 1,383
寄附金収益 964 811 ▲ 153
補助金等収益 421 413 ▲ 8
財務収益 - - -
雑益 246 543 297
資産見返勘定戻入 267 398 131
資産見返物品受贈額戻入 37 52 15

臨時収益 - - -
- ▲ 611 ▲ 611
- ▲ 611 ▲ 611

（注） 金額は百万円未満を切り捨てで記載していますので、合計金額が一致しない場合があります。

２　収支計画
平成30年度　収支計画

京都府公立大学法人
（単位：百万円）

区　　分 予算額 決算額

純利益
総利益

差額
（決算－予算）
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資金支出 53,666 55,195 1,529

業務活動による支出 45,575 47,434 1,859

投資活動による支出 2,945 1,770 ▲ 1,175

財務活動による支出 386 1,122 736

翌年度への繰越金 4,760 4,867 107

資金収入 54,081 55,195 1,114

業務活動による収入 46,820 49,091 2,271

9,017 8,998 ▲ 19

2,036 1,996 ▲ 40

附属病院収入 32,948 34,195 1,247

受託収入 822 2,369 1,547

寄附金収入 1,065 903 ▲ 162

その他の収入 932 626 ▲ 306

投資活動による収入 - 20 20

財務活動による収入 2,888 2,613 ▲ 275

前年度よりの繰越金 4,373 3,470 ▲ 903

(注）金額は百万円未満を切り捨てて記載していますので、合計金額と一致しないことがあります。

運営費交付金による収入

授業料及び入学金検定料による収入

区　　分 予算額 決算額
差額

（決算－予算）

３　資金計画

平成30年度　資金計画

京都府公立大学法人

（単位：百万円）
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　４　短期借入金の限度額等

(1)　短期借入金の限度額 (1)　短期借入金の限度額 (1)　短期借入金の限度額

短期借入金の借入実績なし

２５億円 ２５億円

イ　想定される理由 イ　想定される理由

(2)　不要財産の処分に関する計画及び重要な財産を譲渡し、又は (2)　不要財産の処分に関する計画及び重要な財産を譲渡し、又は (2)　不要財産の処分に関する計画及び重要な財産を譲渡し、又は

　 担保に供する計画 　 担保に供する計画 　 担保に供する計画

なし なし なし

(3)　剰余金の使途 (3)　剰余金の使途 (3)　剰余金の使途

なし

ア　施設・設備に関する計画 ア　施設・設備に関する計画 ア　施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財  源 施設・設備の内容 予定額(百万円) 財  源 施設・設備の内容 実績額(百万円) 財  源

(医大)老朽施設・設備整備 (医大)老朽施設・設備整備

(本院)診療機器整備 (本院)診療機器整備

(本院)老朽施設・設備整備 (本院)老朽施設・設備整備

(本院)手術室整備 長期借入金 (本院)手術室整備 長期借入金

(本院)精神科病棟整備 受託事業収入 (本院)精神科病棟整備 受託事業収入

(北部)診療機器整備 (北部)診療機器整備

(北部)老朽施設・設備整備 (北部)老朽施設・設備整備

(府大)老朽施設・設備整備 (北部)がん診療棟整備

(府大)老朽施設・設備整備

　 　 　 (府大)和食文化学科学舎整備

イ　人事に関する計画 イ　人事に関する計画 イ　人事に関する計画

ウ　積立金の使途 ウ　積立金の使途 ウ　積立金の使途

なし なし なし

決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究及び診療
の質の向上並びに組織運営の改善に充てる。

決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究及び診療
の質の向上並びに組織運営の改善に充てる。

第３の３「人事管理に関する目標を達成するための措置」に
記載のとおり

第３の３「人事管理に関する目標を達成するための措置」に
記載のとおり

(4)　京都府公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関す
    る規則で定める事項

(4)　京都府公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関す
    る規則で定める事項

1,626

1,914

第３の３「人事管理に関する目標を達成するための措置」に記載の
とおり

(4)　京都府公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関す
    る規則で定める事項

－ － －

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及び事故の発生
等により、緊急に必要となる対策費として借り入れすること。

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及び事故の発生
等により、緊急に必要となる対策費として借り入れすること。

中期計画 年度計画 実績

ア　限度額 ア　限度額
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収容定員 収容数 定員充足率 収容定員 収容数 定員充足率
Ａ 　(人) B 　(人) Ｂ/Ａ×100   (%) Ａ 　(人) B 　(人) Ｂ/Ａ×100   (%)

医科大学 医学部医学科 642 662 103.1% 府立大学 文学部 421 472 112.1%

医学部看護学科 340 340 100.0% 公共政策学部 412 444 107.8%

生命環境学部 850 899 105.8%
医学研究科 300 344 114.7%

保健看護学研究科 22 25 113.6% 文学研究科 57 58 101.8%

公共政策学研究科 36 30 83.3%

生命環境科学研究科 215 183 85.1%

学科、研究科名大学名 大学名 学科、研究科名

５ 収容定員
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